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令和４年度近畿ブロック発注者協議会実施体制

運用指針に基づき全ての発注者が発注関係事務を適切に実施できる連携・支援体制を強化

■近畿ブロック発注者協議会の体制

○公共工事の品質確保の促進に向けた取組等について、発注者間の連携・調整を図るため、近畿ブロック

発注者協議会を設置（平成20年度に設置）

○各種取組みを重点的に検討、調整し、より効率的な展開を図れるよう「工事検査分科会」を新設（H28.4）

■近畿ブロック発注者協議会

○国の機関 １４機関
国土交通省、農林水産省、財務省、経済産業省、
環境省、防衛省、警察庁、林野庁、海上保安庁、
高等裁判所

○地方公共団体 ２５機関
７府県、４政令市、１４市町村

○特殊法人等 １４機関

■近畿ブロック発注者協議会 幹事会

○発注者協議会の５３機関

■府県毎地域発注者協議会

○福井県、滋賀県、京都府、大阪府、

兵庫県、奈良県、和歌山県

○全市町村（２１１市町村）

○近畿地方整備局

○政令市（オブザーバー）

・運営分科会

・工事検査分科会（H28.4設置）

分科会

■近畿ブロック発注者協議会の構成図

連携

滋賀県・大阪府（平成28年度）、京都府（平成29

年度）、兵庫県（平成30年度）に分科会を設立

1

近畿地方整備局



令和４年度近畿ブロック発注者協議会の開催状況

2

近畿地方整備局

・新・全国統一指標 令和４年度実績について
・新・全国統一指標 令和５年度取組状況について
・令和４年度の取組（アンケートの実施について）
・令和５年度の目標設定

分科会 （R4.12.15） 幹事会（R5.2.10）

協議会 （R５.５.17）

近畿ブロック発注者協議会

・協議会

・幹事会

・運営分科会

・工事検査分科会

各府県地域発注者協議会

　・福井県 ☆ ☆

　・滋賀県

　・京都府 ☆ ☆

　・大阪府 ☆ ☆

　・兵庫県 ☆ ☆

　・奈良県 ☆ ☆

　・和歌山県

※　協：協議会、幹：幹事会、分：分科会

令和４年度 令和５年度
４月 ７月 １０月 １月 ４月 ７月 １０月 １月

☆☆☆7/14

☆2/10

☆5/9

☆5/13協

☆7/20協

☆10/26協

☆12/15

☆10/26協

☆10/27協

☆8/4協

☆8/5協

☆5/17

☆2月中旬

☆12初旬☆6月下旬
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近畿ﾌﾞﾛｯｸ発注者協議会 幹事会（第 25 回）                       資料－２ 

   令和 ５年 ２月 10 日 

 

 

「近畿ブロック発注者協議会」設置要領 

 

（名称） 

第１条 本会は、近畿ブロック発注者協議会（以下「協議会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条 協議会は、近畿地方における国、特殊法人等及び地方公共団体等の各発注者が、 

 発注者の責務を果たすため、公共工事の品質確保の促進に向けた取組み等について情報交換

や情報共有などを行い、連携強化や支援及び発注者間相互の連絡調整を図り、もって近畿ブロック

における公共工事の品質確保の促進に寄与することを目的とする。 

 

（事務） 

第３条 協議会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる事項に関する連絡調整等を行う。 

 一 公共工事の品質確保の促進に関する施策に対する目標設定や実施状況 

 二 発注者間相互の連携及び協力 

 三 発注者への支援 

 四 その他前条の目的を達成するために必要な事項 

 

（協議会の構成） 

第４条 協議会は、別紙１に掲げる委員をもって構成する。 

２ 会長は、国土交通省近畿地方整備局長をもってあてる。 

３ 会長は、会務を総括し、協議会を代表する。 

４ 副会長は、農林水産省近畿農政局農村振興部長及び代表府県部長をもってあてる。 

５ 副会長は、会長に事故がある時は、その職務を代理する。 

６ 市町村委員は各府県市長会会長、町村会会長をもってあてる。 

 

（会議） 

第５条 協議会の会議は、会長が招集する。 

２ 協議会の会議は、会長または会長が指名する者が議長を務める。 

３ 委員は、あらかじめ指名した者を代理として会議に出席させることができる。 

４ 会長は、必要がある時は、別紙１に掲げる者以外の者の参加を求めることができる。 
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（幹事会の構成） 

第６条 協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置くものとし、幹事会の会議は、

幹事長が招集する。 

２ 幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する。 

３ 幹事長は、国土交通省近畿地方整備局企画部長をもってあてる。 

４ 幹事会に、副幹事長を置き、幹事長が指名する。 

５ 副幹事長は、幹事長に事故がある時は、その職務を代理する。 

６ 市町村幹事は各府県市長会会長、町村会会長を担当する市町村技術管理主管部長 

  （課長）等をもってあてる。 

 

（分科会） 

第７条 幹事会の効率的な運営を図るため、必要に応じて分科会を設置することができる。 

 

（地域発注者協議会） 

第８条 近畿ブロックの全ての市町村における公共工事の品質確保を促進するため、福井 

 県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の各府県に地域発注者協議会を 

 設置する。 

 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、近畿地方整備局（企画部技術管理課）が関係機関の協力を得て 

 処理する。 

 

（雑則） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

 

附 則 この要領は、平成 20年 11月 13日から施行する。 

        この要領は、平成 27年 3月 24日から施行する。 

        この要領は、平成 27年 8月 24日から施行する。 

        この要領は、平成 28年 8月 22日から施行する。 

        この要領は、平成 29年 8月 9日から施行する。 

        この要領は、平成 30年 8月 6日から施行する。 

      この要領は、令和元年 8 月 7 日から施行する。 

      この要領は、令和２年 ７月から施行する。 

      この要領は、令和３年 8 月 5 日から施行する。 

      この要領は、令和４年 ５月 ９日から施行する。 
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別紙１ 

 

第４条関係（委員） 

 

 会   長  国土交通省 近畿地方整備局長 

 副 会 長  農林水産省 近畿農政局 農村振興部長 

 副 会 長  代表府県部長 

 

 委    員  警察庁 近畿管区警察局 総務監察部長 

       財務省 近畿財務局 管財部長 

       財務省 大阪国税局 総務部次長 

       農林水産省 林野庁 近畿中国森林管理局 総務企画部長 

              経済産業省 近畿経済産業局 総務企画部長 

       国土交通省 近畿地方整備局 総務部長 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部長 

       国土交通省 近畿地方整備局 営繕部長 

              国土交通省 近畿地方整備局  港湾空港部長 

              国土交通省 近畿運輸局 総務部長 

       国土交通省 大阪航空局 空港部長 

              国土交通省 海上保安庁 第五管区海上保安本部 経理補給部長 

       国土交通省 海上保安庁 第八管区海上保安本部 総務部長 

              環境省 近畿地方環境事務所長 

              防衛省 近畿中部防衛局 調達部長 

       大阪高等裁判所 会計課長 

 

       福井県 土木部長 

       滋賀県 土木交通部長 

              滋賀県 農政水産部長 

       京都府 建設交通部長 

       京都府 農林水産部技監 

       大阪府 都市整備部長 

       大阪府 環境農林水産部長 

       兵庫県 土木部長 

       兵庫県 農林水産部長 

       奈良県 県土マネジメント部長 

       奈良県 食と農の振興部長 

       和歌山県 県土整備部長 

       和歌山県 農林水産部長 
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       京都市 建設局長 

       大阪市 建設局長 

       堺市 建設局長 

       神戸市 建設局長 

       福井市長  

       池田町長   

       東近江市長                       

       豊郷町長 

       舞鶴市長 

       井手町長 

              東大阪市長 

       岬町長 

       淡路市長 

       佐用町長 

       天理市長 

       天川村長 

       和歌山市長 

       九度山町長 

       (独)水資源機構 関西・吉野川支社 淀川本部長 

       西日本高速道路(株)関西支社 建設事業部長 

       本州四国連絡高速道路(株) 長大橋・技術部長 

       阪神高速道路(株) 技術部長 

       新関西国際空港(株) 技術・安全部長 

       (独)国立文化財機構 京都国立博物館 副館長 

       (独)国立文化財機構 奈良国立博物館 副館長 

       (独)国立美術館 京都国立近代美術館 館長 

       (独)国立美術館 国立国際美術館  館長 

       (独)国立文化財機構 奈良文化財研究所 研究支援推進部長 

       (独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構 北陸新幹線建設局 技術管理部長 

       (独)都市再生機構 西日本支社 副支社長 

       (国研)日本原子力研究開発機構 敦賀廃止措置実証本部 事業管理部長 

       日本下水道事業団 近畿総合事務所 事務所長 
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別紙２ 

第６条関係（幹事） 

 

 幹 事 長  国土交通省 近畿地方整備局 企画部長 

 副幹事長  農林水産省 近畿農政局 農村振興部 設計課長 

 副幹事長  代表府県課（室）長 

 

 幹  事  警察庁 近畿管区警察局 総務監察部 会計課長 

       財務省 近畿財務局 管財総括第三課長 

       財務省 大阪国税局 営繕監理官 

       農林水産省 林野庁 近畿中国森林管理局 総務企画部 経理課長 

              経済産業省 近畿経済産業局 総務企画部 会計課長 

       国土交通省 近畿地方整備局 総務部 契約管理官 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部 技術調整管理官 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部 技術開発調整官 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部 総括技術検査官 

       国土交通省 近畿地方整備局 営繕部 営繕品質管理官 

              国土交通省 近畿地方整備局  港湾空港部 事業計画官 

       国土交通省 近畿地方整備局 総務部 契約課長 

       国土交通省 近畿地方整備局 企画部 技術管理課長 

       国土交通省 近畿地方整備局 営繕部 技術・評価課長 

       国土交通省 近畿地方整備局 港湾空港部 品質確保室長 

              国土交通省 近畿運輸局 総務部 会計課長 

       国土交通省 大阪航空局 技術管理官 

              国土交通省 海上保安庁 第五管区海上保安本部 経理補給部 経理課長 

       国土交通省 海上保安庁 第八管区海上保安本部 総務部 経理課長 

              環境省 近畿地方環境事務所 自然環境整備課長         

              防衛省 近畿中部防衛局 調達部 調達計画課長 

       大阪高等裁判所 会計課長補佐 

 

       福井県 土木部 土木管理課長 

       滋賀県 土木交通部 技術管理課長 

              滋賀県 農政水産部 農政課長 

       京都府 建設交通部 建設交通部理事(指導検査課長) 

       京都府 農林水産部 農村振興課長 

       大阪府 都市整備部 事業調整室 技術管理課長 

       大阪府 環境農林水産部 検査指導課長 

       大阪府 総務部契約局 建設工事課長 
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       兵庫県 土木部 技術企画課長 

       兵庫県 農林水産部 総務課長 

       奈良県 県土マネジメント部 技術管理課長 

       奈良県 食と農の振興部 農村振興課長 

       和歌山県 県土整備部 技術調査課長 

       和歌山県 県土整備部 公共建築課長 

       和歌山県 農林水産部 農業農村整備課長 

       京都市 建設局 監理検査課長 

       大阪市 建設局 工事監理担当課長 

       堺市 建設局 土木部 参事（区局連携・監理・調整担当） 

       神戸市 建設局 担当部長（技術管理担当） 

       福井市 財政部長 

       池田町 町土整備課長 

       東近江市 契約検査課長 

       豊郷町 企画振興課長 

       舞鶴市 指導検査課長 

       井手町 理事（建設課長） 

              東大阪市 行政管理部契約検査室契約課長 

       岬町 総務課長 

       淡路市 総務部管財課 次長兼管財課長 

       佐用町 総務課長 

       天理市 総務課付課長 

       天川村 産業建設課長 

       和歌山市 都市建設局 建設総務部 技術管理課長 

       九度山町 総務課長 

       (独)水資源機構 関西・吉野川支社 淀川本部施設管理課長 

       西日本高速道路(株)関西支社 建設事業部 技術課長 

       本州四国連絡高速道路(株) 長大橋・技術部 技術管理課長 

       阪神高速道路(株) 技術部 技術管理課長 

       新関西国際空港(株) 技術・安全部長 

       (独)国立文化財機構 京都国立博物館 総務課長 

       (独)国立文化財機構 奈良国立博物館 総務課長 

       (独)国立美術館 京都国立近代美術館 総務課長 

       (独)国立美術館 国立国際美術館  総務課長 

       (独)国立文化財機構 奈良文化財研究所 

          研究支援推進部 研究支援課長 

       (独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構 北陸新幹線建設局  

 技術管理部 技術管理課長 
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       (独)都市再生機構 西日本支社 技術監理部 工務・品質管理課長 

       (国研)日本原子力研究開発機構  

           敦賀廃止措置実証本部 事業管理部調達課長 

       日本下水道事業団 近畿総合事務所 施工管理課長 
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「近畿ブロック発注者協議会」運営規則 

 

  「近畿ブロック発注者協議会」設置要領について、下記のとおり運営規則を定める。 

 

記 

 

第３条関係 

 【活動内容】 

  協議会は公共工事の品質確保に向けた次の各号にあげる事項について討議を行う。 

  ①総合評価の導入・拡大 

  ②品質確保に関する取組みの情報共有・促進等 

  ③地域貢献に関する評価の普及促進 

  ④受注者間における適正な関係の構築 

 

第４条、第７条関係 

 【副会長、副幹事長】 

   地方公共団体の代表で就任していただく協議会副会長及び副幹事長については、 

  以下の順番制とする。 

 

   平成２５年度   和歌山県 

   平成２６年度   兵庫県 

   平成２７年度  大阪府 

   平成２８年度  京都府 

   平成２９年度   滋賀県 

   平成３０年度   福井県 

   令和元年度   奈良県 

   令和 ２年度   和歌山県 

   令和 ３年度   兵庫県 

   令和 ４年度   大阪府 

   令和 ５年度   京都府 

   令和 ６年度   滋賀県 

   令和 ７年度   福井県 

   令和 ８年度   奈良県 

   令和 ９年度   和歌山県 



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

【機密性２】

令和4年度近畿ブロック発注者協議会の取組

近畿地方整備局

資料－３令和５年２月10日
近畿ブロック発注者協議会 幹事会（第5回） 資料



近畿地方整備局近畿地方整備局令和4年度の取組内容

1

国土交通省
近畿地方整備局

○ 令和元年６月に品確法が改正、令和２年１月に発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）が策定さ
れ、品確法の理念を現場で実現するために、令和２年５月に新・全国統一指標が設定された。

○ 近畿ブロック発注者協議会では、運用指針により発注者として「必ず実施すべき事項」、「実施に努める事
項」として定められた内容に基づいた取組を実施。

○ 実施状況についてアンケートを行い、進捗状況の確認・共有。

運用指針の内容 指標の設定状況

工事

必ず実施す
べき事項

①施工時期の平準化 全国統一 地域平準化率（工事）の改善

②適正な工期設定 全国統一 週休２日対象工事の実施状況の拡大

③低入札価格調査基準又は最低制限
価格の設定・活用の徹底

全国統一 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定

④適切な設計変更 近畿独自 ガイドラインの策定・活用

⑤予定価格の適正な設定 近畿独自
・基準適用外の要領整備
・最新単価の使用

実施に努め
る事項

⑥入札契約方式の選択・活用 近畿独自 総合評価落札方式の拡大

⑦ICTを活用した生産性向上 取組共有 ICT工事発注率

測量、
調査及
び設計

必ず実施す
べき事項

①履行期間の平準化 全国統一 地域平準化率（業務）の改善

②低入札価格調査基準又は最低制限
価格の設定・活用の徹底

全国統一 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定

③予定価格の適正な設定 取組共有
・基準適用外の要領整備
・最新単価の使用

④適正な履行期間の設定 取組共有 履行期間策定基準の設定状況

⑤適切な設計変更 取組共有 ガイドラインの策定・活用



①（さ）債務負担行為の活用

⑤（そ）早期執行のための目標設定（執行率等の設定、発注見通しの公表）

④（せ）積算の前倒し

③（す）速やかな繰越手続

年度をまたぐような工事だけではなく、工期が１２ヶ月未満の工事についても、工事の施工時期の平準化を目的と
して、債務負担行為を積極的に活用
また、出水期までに施工する必要がある場合などには、ゼロ債務負担も適切に活用

年末から年度末に工期末が集中することが無いよう事業量の平準化等に留意し、上半期（特に４～６月）における
工事の執行率（契約率）の目標を設定し、早期発注など計画的な発注を実施

発注前年度のうちに設計・積算までを完了させることにより、発注年度当初に速やかに発注手続を開始

②（し）柔軟な工期の設定（余裕期間制度の活用）

工事又は業務を実施する中で、計画又は設計に関する諸条件、気象又は用地の関係、補償処理の困難、資材の入手
難その他のやむを得ない事由により、基本計画の策定等において当初想定していた内容を見直す必要が生じ、その結
果、年度内に支出が終わらない場合には、その段階で速やかに繰越手続を開始

工期設定や施工時期の選択を一層柔軟にすることで、計画的な発注による工事の平準化や受注者にとって効率的で
円滑な施工時期の選択を可能とするため、発注者が指定する一定期間内で受注者が工事開始日を選択できる任意着手
方式等を積極的に活用
※ 余裕期間については各発注者により定義等が異なる。

発注や施工時期等の平準化（地方公共団体における取組（さ・し・す・せ・そ））

2

近畿地方整備局

平準化の取組事例（さ・し・す・せ・そ）について



近畿地方整備局近畿地方整備局【工事①】施工時期の平準化

3

（さ）債務負担行
為の活用

（し）柔軟な工期
設定

（す）速やかな
繰越手続

（せ）積算の
前倒し

（そ）早期執行の
ための目標設定

府県・政令市 100%⇒100% 82%⇒82% 82%⇒82% 91%⇒100% 100%⇒100%

市町村 50%⇒56% 13%⇒13% 56%⇒58% 54%⇒61% 64%⇒66%

制度の導入状況の推移 R4.5⇒R4.12

R4年度取組内容と結果
（１） 平準化の取組事例「さ・し・す・せ・そ」の積極的な活用による施工時期の平準化を進める。

⇒ 制度の導入が進んでいるが、市町村では、50%程度に留まっている。

国土交通省
近畿地方整備局

福井県内 滋賀県内 京都府内 大阪府内 兵庫県内 奈良県内 和歌山県内 全体

①債務負担行為の活用 59% 37% 60% 66% 85% 38% 33% 56%

②柔軟な工期の設定 6% 26% 8% 7% 20% 13% 10% 13%

③速やかな繰越手続 88% 37% 76% 41% 63% 67% 47% 58%

④積算の前倒し 47% 68% 80% 76% 55% 51% 47% 61%

⑤早期執行のための目標設定 65% 95% 68% 32% 68% 64% 97% 66%
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平準化率（項目実施率）【211市町村】

①債務負担行為の活用 ②柔軟な工期の設定 ③速やかな繰越手続 ④積算の前倒し ⑤早期執行のための目標設定



近畿地方整備局近畿地方整備局【工事②】適切な工期設定（週休2日対象工事の実施状況）（１）

4

R4年度取組内容と結果
（１） 各発注機関で、週休２日対象工事の発注率拡大に向けた取組を行う。

⇒ 近畿府県・政令市の合計値は、Ｒ３年度（８２％）からＲ４年度（８９％）と取組が進捗

週休2日対象工事発注率 R2年度76％ ⇒ R3年度 82％ ⇒ R4年度 89％
※ 近畿ブロック府県・政令市の合計値
※ R１は、算出方法が異なるため参考値

国土交通省
近畿地方整備局

令和４年１２月調べ ※1 兵庫県は令和4年9月末時点の件数

3%

83%

19%

70%

85%

6% 6%
1%

40%

61%

100% 100% 100% 100% 100% 100%

29%

9%

100%

4%

100%
100% 100% 100%

85%

100% 100%

59%

14%

100%

4%

100%
100% 100% 100% 100% 100%

66%

100% 100%

5%

100%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 京都市 大阪市 堺市 神戸市

週休２日発注率

R1

R2

R3

R4

指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型

対象件数 12件 48件 84件 511件 0件 200件 517件 50件 794件 0件 0件 94件 0件 113件 7件 0件 0件 591件 0件 0件 563件 0件

全体工事件数

発注率

対象件数 1239件 0件 499件 176件 3件 500件 543件 52件 924件 0件 0件 1376件 0件 583件 6件 44件 0件 792件 0件 15件 485件 0件

全体工事件数

実施困難件数

発注率

対象件数 935件 0件 455件 0件 5件 1069件 497件 13件 850件 0件 0件 1146件 0件 1202件 31件 30件 0件 798件 0件 18件 514件 0件

全体工事件数

実施困難件数

発注率

対象件数 850件 0件 384件 0件 1件 638件 527件 20件 327件 0件 0件 870件 21件 880件 47件 167件 135件 408件 13件 0件 344件 0件

全体工事件数

実施困難件数

発注率

985件 0件 241件

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 65.6% 100.0%

4.4% 100.0%

R3

100.0%

1278件 402件 722件 701件 385件 1020件 1509件 220件

5.1% 100.0%

1528件 253件 585件

428件 20件 83件 154件 58件 150件 136件

0件 331件

1714件 411件 845件

100.0% 3.7% 100.0%100.0% 28.9% 8.8%

449件

296件 101件 65件 174件 204件 343件 152件 0件 916件

100.0% 100.0% 100.0% 85.1% 100.0% 100.0% 59.3% 13.6%

R4
6件

1497件 787件 1086件 836件 1128件 1705件

112件258件 583件 241件 204件 329件

773件 1054件 1489件 2178件

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

100.0%

R1

R2

6.4% 5.6%

1231件 556件 1139件

1469件

1.2%

1599件 408件 977件

39.9% 0.0%

807件 0件 492件416件 0件

2430件 565件

61.1%

2030件 577件 1480件 450件 921件

3.3% 82.9% 18.8% 69.6% 84.6%

1800件 718件 1066件 815件 938件

奈良県 和歌山県 京都市 大阪市 堺市 神戸市福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県



週休２日の取組状況
・令和4年度実施 ・・・・ 22市町村
(福井市、越前市、大飯郡高浜町、三方上中郡若狭町、向日市、
岸和田市、豊中市、貝塚氏、八尾市、寝屋川市、松原市、和泉
市、高石市、藤井寺市、東大阪市、阪南市、三島郡島本町、西
宮市、豊岡市、宍粟市、香芝市、磯城郡三宅町)

週休2日の取組状況のアンケート結果

府県・政令市では、週休２日の取組が進んでいる。市町村でも週休2日の取組が進んできつ
つあるが、具体的な取組がされていない自治体が依然として多い。

府県・政令市 市町村

5

週休2日工事発注実績のある市町村

12市町村（令和３年度）R4.5

⇒ 22市町村（令和4年度）R4.12

【工事②】適切な工期設定（週休2日対象工事の実施状況）（２） 国土交通省
近畿地方整備局

令和４年１２月調べ

a:具体的には

何もしていない

164 市町村

78%

b:令和４年○件程度実施

22 市町村

10%

c:その他

25 市町村

12%

【選択式】 【自由記述欄】

a:具体的には何もしていない

b:令和4年○件程度実施

c:その他

その他を選択された場合は具体的な内容

（bを選択された場合もこちらに具体的な件数を

記載してください）

福井県 b:令和4年○件程度実施 850件契約（R4.12月末）
労務費、機械経費（賃料）、共通仮設費、現場管理費を補

正

滋賀県 b:令和4年○件程度実施 384
費用計上あり

算定方法は国交省と同様

京都府 b:令和4年○件程度実施 233

発注者指定方式は当初設計時より費用を計上し、達成出来な

い場合は減額する。

受注者希望方式は現場閉所を確認の上、実績に応じて費用を

計上する。

大阪府 b:令和4年○件程度実施 485
あり。労務費について率補正による算定、市場単価について率

補正による算定。

兵庫県 b:令和4年○件程度実施 費用計上を行っている。算定方法は国の基準を準用

奈良県 c:その他
・土木工事は令和４年850件程度実施

・建築工事は令和５年度より実施予定

土木工事については、受注者が週休２日を実施しなかった場合

や週休２日が達成できなかった場合は、現場閉所の状況に応じ

て、当初計上している４週８休以上相当の補正係数を変更

し、減額変更を行う。

和歌山県 b:令和4年○件程度実施 272 週休2日の達成状況により国の基準に準じ費用を計上

京都市 b:令和4年○件程度実施 国の基準を準用

大阪市 b:令和4年○件程度実施
維持工事等を除く原則全ての工事を対象（令

和４年12月時点の対象：543件）

令和４年１月より週休２日にかかる費用を計上

国の算定方法を準用

堺市 b:令和4年○件程度実施 １５件程度実施予定
費用計上を行った工事はあり。

　国と同様の補正で算定。

神戸市 b:令和4年○件程度実施 344件
4週8休を前提とした経費補正を当初に行い、休日確保の達成

状況に応じて経費補正を変更している。

【自由記述欄】

（週休２日の取組実績があると回答いただいた場合のみ、回

答ください）

週休２日にかかる費用計上を行った工事はありますか。また、そ

の場合どのような算定方法で計上されていますか。



工期の算定方法について

（運用指針の解説）
施工に必要な実日数は、毎年度設定される「作業日当たり標準作業量について」に示す歩掛の作業日当たり標準作業量から当該工事の数量を施工

するのに必要な日数を算出するものとする。

（アンケート結果）
府県・政令市では、日当たり施工量等による工期算定を行っているが、市町村では、工事金額等により工期算定を行っている自治体が多い。

府県・政令市 市町村

6
令和４年５月調べ

日当たり施工量による算出
（システムにより自動計算を含む）

53市町村（25%）R4.5 ⇒ 52市町村（25%）R4.12

【工事②】適切な工期設定（週休2日対象工事の実施状況）（３） 国土交通省
近畿地方整備局

令和４年１２月調べ

【選択式】 【自由記述欄】

a:工事金額により決定

b:ｼｽﾃﾑ等により自動計算

c:日当り施工量より算出

d:その他

基準範囲外の場合の要領等を整備していない理由

福井県 d:その他 工事金額、施工量、工種等から算定

滋賀県 c:日当り施工量より算出

京都府 c:日当り施工量より算出

・標準作業量から施工するのに必要な日数を算出する。

・工事価格1億円以下の工事については、国交省の標準工期

試算式を用いて算定

大阪府 c:日当り施工量より算出

兵庫県 d:その他 設計額・工種・施工量等から算定

奈良県 b:ｼｽﾃﾑ等により自動計算

・土木工事については奈良県土木積算システムと連動させ、工

程表作成支援システムと奈良県工期算定システム（国土交通

省の工期設定支援システム利用）を併用

・建築工事については一般社団法人日本建設業連合会作成

の建築工事適正工期算定プログラムを参考利用

和歌山県 c:日当り施工量より算出

京都市 d:その他 積み上げにより算定

大阪市 c:日当り施工量より算出

堺市 d:その他
日当り施工量から基準工期を算出し、雨休率、準備後片付期

間を考慮して決定

神戸市 d:その他 積み上げにより算定

a:工事金額により決定

72 市町村

34%

b:    等により自動計算

2 市町村

1%

c:日当り施工量より

算出

50 市町村

24%

d:その他

87 市町村

41%



工期算定にあたり使用している基準についてのアンケート結果

府県・政令市 市町村

7

【工事②】適切な工期設定（週休2日対象工事の実施状況）（４） 国土交通省
近畿地方整備局

令和４年１２月調べ

a:国の基準

を準用

5 市町村

2%

b:府県の基準を準用

173 市町村

82%

c:その他

33 市町村

16%

【選択式】 【自由記述欄】

a:国の基準を準用

b:府県の基準を準用

c:その他

基準範囲外の場合の要領等を整備していない

理由

福井県 a:国の基準を準用

滋賀県 a:国の基準を準用

京都府 a:国の基準を準用

大阪府 a:国の基準を準用

兵庫県 a:国の基準を準用

奈良県 c:その他

・土木工事ついては国の基準を準用

・建築工事については一般社団法人日本建設

業連合会作成の建築工事適正工期算定プロ

グラムを参考利用

和歌山県 a:国の基準を準用

京都市 a:国の基準を準用

大阪市 a:国の基準を準用

堺市 a:国の基準を準用

神戸市 c:その他
国の基準を参考に、本市としての工期設定の考

え方を作成し使用している。



近畿地方整備局近畿地方整備局【工事③】低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）（１）

8

R4年度取組内容
（１） 低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。
（２） 基準価格の算定にあたっては、最新の中央公契連モデルを活用を推進。

府県・政令指定都市を除く

市町村

 全ての市町村において、低入札価格調査制度または最低制限価格制度を導入している（変更なし）。

府県・政令指定都市

 全ての府県・政令市において低入札価格調査制度及び最低制限価格制度を併用している（変更なし）。

制度の導入状況（R4.12）

国土交通省
近畿地方整備局

府県・政令指定都市を除く
令和４年１２月調べ

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 近畿ブロック管内

最低制限価格制度のみ導入 9 14 19 26 23 28 19 138

低入札価格調査制度のみ導入済み 0 0 0 0 0 0 0 0

低入札価格調査制度及び最低制限価格制度を併用 8 5 6 15 17 11 11 73

いずれの制度も導入しない 0 0 0 0 0 0 0 0

市町村件数 17 19 25 41 40 39 30 211



市町村  最新モデル（R4またはH31）を使用している
137市町村（65%）R4.5 ⇒ 141市町村（67%）R4.12

 旧モデル（H29以前）同等、またはその他（非公表・独自モデル等）のうち、
見直しを予定していない市町村

22市町村（11%）R4.5 ⇒ 21市町村（10%）R4.12

府 県・政令指定都市  すべての府県・政令市で低入札調査基準価格の最新モデル（R4もしくはH31）を使用している。

9

【工事③】低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）（２）

基準価格の算定における公契連最新モデル（R4）の導入状況

国土交通省
近畿地方整備局

令和４年１２月調べ

最新モデル

137 市町村

65%

見直し予定あり

5 市町村

2%

見直し時期未定

47 市町村

22%

見直し予定なし

22 市町村

11%

令和4年5月現在

最新モデル

141 市町村

67%

見直し予定あり

5 市町村

2%

見直し時期未定

44 市町村

21%

見直し予定なし

21 市町村

10%

令和4年12月現在



近畿地方整備局近畿地方整備局【工事④】適切な設計変更

10

R4年度取組内容
（１） 市町村で「ガイドラインの策定、又は、府県のガイドラインの準用」が図られるように推進を

図る。

 ガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を実施
160市町村（76%）R4.5 ⇒ 166市町村（79%）R4.12

 策定していないが設計変更を実施
51市町村（24%）R4.5 ⇒ 45市町村（21%）R4.12

市町村

府県・
政令市

 全府県でガイドラインを策定・活用し、これに基づき設計変更を
実施している（R4.5から変更なし）。

国土交通省
近畿地方整備局

指針を策定・活
用している

指針を策定して
いないが設計
変更している

0%

20%

40%

60%

80%

100%

令和4年12月現在

a:指針を策定し、

活用している

166 市町村

79%

b:指針を策定していないが設計変更

を実施している

45 市町村

21%

令和4年12月現在

0%

20%

40%

60%

80%

100%

令和4年5月現在

a:指針を策定し、活用している b:指針を策定していないが設計変更を実施している



【工事⑤】予定価格の適正な設定（１）

11

R4年度取組内容
（１）基準適用外の要領整備について推進を図る。
（２）市町村の現状を踏まえ最新単価を採用できるよう推進を図る。

市町村

府県・
政令市

 全府県で最新の積算基準を適用。基準適用外の場合の要領
も整備している（R4.5から変更なし）。

 積算基準適用外の場合の要領（見積り等により積算する要領）
を整備している。

198市町村（94%）R4.5 ⇒ 198市町村（94%）R4.12

国土交通省
近畿地方整備局

最新の積算基準を適
用、かつ、基準範囲外
の場合の要領を整備
活用

最新の積算基準を適
用しているが、基準範
囲外の場合の要領を
整備していない

令和４年１２月調べ

0%

20%

40%

60%

80%

100%

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

令和4年12月現在

c その他（基準以外に一定のルールを定めている場合を含む）

b 最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の要領は整備していない

a 最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要領を整備し活用

a 最新の積算基

準を適用し、か

つ、基準範囲外

の場合の要領を

整備し活用

198 市町村

94%

b 最新の積算基

準を適用している

が、基準範囲外

の場合の要領は

整備していない

13 市町村

6%

令和4年12月現在

0%

20%

40%

60%

80%

100%

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

令和4年5月現在

c その他（基準以外に一定のルールを定めている場合を含む）

b 最新の積算基準を適用しているが、基準範囲外の場合の要領は整備していない

a 最新の積算基準を適用し、かつ、基準範囲外の場合の要領を整備し活用



【工事⑤】予定価格の適正な設定（２）

12

近畿地方整備局

市町村

府県・
政令市

 全ての府県・政令市において最新単価を使用している（R4.5から
変更なし）。

 最新単価を使用している

192市町村（91%）R4.5 ⇒ 192市町村（91%）R4.12

令和４年１２月調べ

0%

20%

40%

60%

80%

100%

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

令和4年5月現在

e １２ヶ月以上

d １２ヶ月以内

c  ６ヶ月以内

b ３ヶ月以内

a 最新単価（1ヶ月以上経過したものでも最新であれば該当）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県

令和4年12月現在

e １２ヶ月以上

d １２ヶ月以内

c  ６ヶ月以内

b ３ヶ月以内

a 最新単価（1ヶ月以上経過したものでも最新であれば該当）

a 最新単価（1ヶ月以上経過したもの

でも最新であれば該当）

192 市町村

91%

b ３ヶ月以内

18 市町村

9%

c  ６ヶ月以内

1 市町村

0%

d １２ヶ月以内

0 市町村

0%

令和4年12月現在



【工事】入札契約方式の選択・活用

13

近畿地方整備局

R3年度取組内容
（１）府県政令市： 一定規模以上の発注金額等の場合、総合評価落札方式を原則として工事件

数、実施率を拡大する。
（２）市町村： 各公共団体の状況を踏まえ多様な入札契約方式について検討。

府 県・政令指定都市 総合評価落札方式の工事件数及び発注率（府県・政令市合計値）
R2年度 2,475件（19%） ⇒ R3年度 2,660件(21%) ⇒ R4年度 1,990件（20%)

（R4.12時点）件数

（※京都市のR4は調査中）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

R1 R2 R3 R4 R1 R2 R3 R4 R1 R2 R3 R4 R1 R2 R3 R4 R1 R2 R3 R4 R1 R2 R3 R4 R1 R2 R3 R4 R1 R2 R3 R4 R1 R2 R3 R4 R1 R2 R3 R4 R1 R2 R3 R4

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 京都市 大阪市 堺市 神戸市

総合評価件数

令和４年１２月調べ



【工事】ICTを活用した生産性向上

ICT工事発注率（近畿府県・政令市合計値）
R2年度 15% ⇒ R3年度 30% ⇒ R4年度 30%

14

府県・政令市のICT工事の発注率は増加しており、各自治体の取組が進んでいる。市町村への
ICT工事の普及についても促進をお願い致します。

国土交通省
近畿地方整備局

令和４年１２月調べ ※1 兵庫県は令和4年9月末時点の件数

0%

24%

6%
5%

29%

0%
6%

0% 0% 0%1%

44%

6% 8%

51%

4%

23%

0% 0% 0%

31%

2%

58%

100%

19%

49%

4%

47%

0% 0% 0%

43%

3%

48%

89%

10%

55%

31%

47%

0% 0%

31%

41%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 京都市 大阪市 堺市 神戸市

ICT工事発注率
R1

R2

R3

R4

指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型 指定型 希望型

対象件数 0件 6件 4件 165件 0件 60件 3件 40件 74件 196件 1件 3件 0件 118件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 3件

全体工事件数

発注率

対象件数 0件 9件 0件 347件 0件 70件 0件 65件 106件 467件 2件 59件 0件 565件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 305件

全体工事件数

発注率

対象件数 1件 19件 5件 320件 1件 1138件 7件 138件 77件 437件 7件 53件 11件 1020件 1件 0件 1件 0件 0件 0件 0件 364件

全体工事件数

発注率

対象件数 4件 39件 15件 177件 2件 637件 56件 15件 19件 191件 1件 316件 12件 692件 0件 0件 1件 0件 0件 78件 0件 240件

全体工事件数

発注率

大阪市 堺市 神戸市福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県

1469件

0.3% 23.5% 5.6% 5.3% 28.8%

1800件 718件 1066件 815件 938件

1497件 787件 1086件 836件 1128件 1705件

0.0% 0.0% 0.3%

0.0% 0.0% 31.2%

2430件 565件 1599件 408件 977件

2030件 577件 1480件 450件 921件

R2

R1

3.6% 23.3% 0.0%

0.3% 5.8% 0.0%

奈良県 和歌山県 京都市

R3 1231件 556件 1139件 773件 1054件 1489件 2178件 449件

0.6% 44.1% 6.4% 7.8% 50.8%

1714件 411件 845件

1.6% 58.5% 100.0% 18.8% 48.8% 4.0% 47.3% 0.2% 0.1% 0.0% 43.1%

R4 1278件 402件 722件 701件 385件 1020件 1509件 220件 1528件 253件 585件

3.4% 47.8% 88.5% 10.1% 54.5% 31.1% 46.7% 0.0% 0.1% 30.8% 41.0%



近畿地方整備局近畿地方整備局【業務①】履行期間の平準化

15

R4年度取組内容
（１） 繰越明許費・債務負担行為を積極的に活用する。
（２） 各発注機関において履行期間平準化のための目標を設定し、平準化を進める。

【府県・政令市】 ・繰越明許費の活用
・債務負担行為
・平準化のための目標設定

10自治体（ 91%）R4.5 ⇒ 11自治体（100%）R4.12

11自治体（100%）R4.5  ⇒ 11自治体（100%）R4.12

11自治体（100%）R4.5 ⇒ 11自治体（100%）R4.12

国土交通省
近畿地方整備局

令和４年１２月調べ

令和４年１２月時点の状況

R4年度設定目標

福井県 ○ ○ ○
早期発注に努めるとともに、繰越制度を柔軟に活用
していく。

滋賀県 ○ ○ ○

京都府 ○ ○ ○ 業務のみの目標設定なし

大阪府 ○ ○ ○ 第４四半期納期率0.48

兵庫県 ○ ○ ○

奈良県 ○ ○ ○
国から示された第４四半期納期率目標値0.48(R4年
度)を目指す

和歌山県 ○ ○ ○
実工期末（完了日）3月となる件数／全体件数に目
標値を設定（25％以下）

京都市 ○ ○ ○
早期発注に努めるとともに，債務負担行為の活用を
図っていく。

大阪市 ○ ○ ○
R6年度を目標に第４四半期目標率0.5以下をめざ
す。

堺市 ○ ○ ○ 国から示された第４四半期納期率0.48を目指す

神戸市 ○ ○ ○
R5年度目標値（第4四半期納期率0.45）を目指し、
履行期間の平準化を推進していく。

「発注関係事務の運用に関する指針」より抜粋 その他

②債務負担
行為の活用

①繰越明許
費の活用

③履行期間平準化のための目標設定（第４四半期納期率）
④その他 （具体的に記載）



近畿地方整備局近畿地方整備局【業務②】低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）

16

R4年度取組内容
（１） 低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。

【取組状況】
・全ての府県・政令市で、低入札価格調査制度又は最低制限価格制度を導入済（R4.5から変更なし）。
・基準価格は、全ての府県・政令市で中央公契連最新モデル（H31）をベースに設定。

対象地方自治体

最低制限価格制度のみ導入 福井県、京都府、兵庫県

低入札価格調査制度及び最低制限価格制度
を併用

滋賀県、大阪府、奈良県、和歌山県、京都市、大阪市、神戸市

国土交通省
近畿地方整備局

令和４年１２月調べ



近畿地方整備局近畿地方整備局

17

【業務③～⑤】予定価格の適正な設定、適正な履行期間の設定、適切な設計変更

【予定価格の適正な設定】

予定価格の設定にあたっては、市場における技術者単価および資材・機材等の取引価格、履行の実態等を的
確に反映した積算を行う。

【適正な履行期間の設定】

履行期間の設定にあたっては、業務の内容や、規模、方法、地域の実情等を踏まえた業務の履行に必要な日
数の他、必要に応じて準備期間、照査期間や週休２日を前提とした業務に従事する者の休日等を考慮する。

【適切な設計変更】

設計図書に示された設計条件と実際の条件が一致していない場合において、設計図書の変更及びこれに伴っ
て必要となる契約額や履行期間の変更を適切に行う。その際、履行期間が翌年度にわたることとなったときは、
繰越明許費を活用する。

【現状】 ・全ての府県・政令市で、最新の積算基準、最新の単価を適用（R4.5から変更なし）。
・91％の府県・政令市において、基準対象外の場合の要領を整備。

【現状】 ・８２％の府県・政令市において、履行期間の策定基準等により工期を設定（R4.5から変更なし）。
・その他、業務量、業務価格、過去の実績に基づき工期を設定（R4.5から変更なし）。

【現状】 ・７３％の府県・政令市において、設計変更ガイドライン等を策定、活用（R4.5から変更なし）。

（※）

（※）

（※）

令和４年12月調べ （※） 発注関係事務の運用に関する指針より抜粋

国土交通省
近畿地方整備局



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 1

資料－4
近畿ブロック発注者協議会 幹事会

令和５年２月10日

令和3年度実績と令和5年度の取組について



近畿地方整備局品質確保・働き方改革のための取組目標 ～新・全国統一指標～

○令和元年品確法の改正に伴い、公共工事等の品質確保や働き方改革のより一層の推進に向けて、工事だけでなく測量、調査及び設
計を含めた取組状況を把握・明確化するため、「新たな全国統一指標」を設定、取組を強化。

○これまでの取組状況等も踏まえ、統一指標に加えて、地域毎に「地域独自指標」を設定し、状況に応じた取組も推進。

①地域平準化率（施工時期の平準化）
国等・都道府県・市区町村の発注工事の稼働件数から算出した平準化率

②週休２日対象工事の実施状況（適正な工期設定）
国等・都道府県・政令市の発注工事に対する週休２日対象工事の設定割合
※週休２日対象工事：週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等により、現場閉所・交代制を問わずに４週８休以上の確保を促進するための工事。

※週休2日の実施が困難な工事（災害復旧等）は集計から除外している。

③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）
都道府県・市区町村の発注工事に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合
※調査対象は、国・特殊法人・都道府県・政令市は２５０万円を超える工事（随契除く）、市町村は１３０万円を超える工事（随契除く）である。

新・全国統一指標（工事）

新・全国統一指標（測量、調査及び設計（業務））

④地域平準化率（履行期限の分散）
国等・都道府県・政令市の発注業務の第４四半期履行期限設定割合

⑤低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策）
都道府県・政令市の発注業務に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合
（県域単位で公表）

地域独自指標

⑥工事の適切な設計変更
設計変更ガイドラインを策定・活用している市町村数の割合

2



近畿地方整備局

新・全国統一指標

地域平準化率
（工事）

週休２日対象工事の実施状況
（工事）

低入札価格調査基準又は最低制
限価格の設定状況（工事）

実績値
（R2）

実績値
（R3）

目標値
（R6）

参考値
（R2）

実績値
（R3）

目標値
（R6）

実績値
（R1）

実績値
（R2）

目標値
（R5）

近畿ブロック 0.68 0.72 0.78 0.76 0.80 1.00 － － －

福井県域 0.68 0.73 0.76 1.00 1.00 1.00 0.93 0.79 1.00

滋賀県域 0.61 0.65 0.74 1.00 1.00 1.00 0.99 0.96 1.00

京都府域 0.68 0.66 0.77 0.52 0.75 1.00 0.95 0.96 1.00

大阪府域 0.63 0.67 0.73 0.78 0.73 1.00 0.97 0.98 1.00

兵庫県域 0.70 0.75 0.82 0.98 0.87 1.00 0.95 0.91 1.00

奈良県域 0.59 0.66 0.81 1.00 1.00 1.00 0.87 0.82 1.00

和歌山県域 0.67 0.73 0.78 0.31 0.59 1.00 0.93 0.95 1.00

新・全国統一指標 令和３年度調査結果（概要）

○ 地域平準化（工事）のR3実績値は1府域を除き向上している。。
〇 週休２日対象工事の実施状況のR3実績値は、2府県域を除く横ばいまたは向上。
〇 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（工事）のＲ3実績値は、3府県域が向上、4県

域が低下。

3



近畿地方整備局

新・全国統一指標 近畿ブロック独自指標

第4四半期納期率の状況
（業務）

低入札価格調査基準又は最低
制限価格の設定状況（業務）

工事の適切な設計変更

実績値
（R2）

実績値
（R3）

目標値
（R6）

実績値
（R1）

実績値
（R2）

目標値
（R5）

実績値
（R2）

実績値
（R3）

目標値
（R6）

近畿ブロック 0.50 0.51 0.46 － － － － － －

福井県域 0.37 0.41 0.46 1.00 0.99 1.00 0.53 0.63 0.90

滋賀県域 0.47 0.43 0.46 1.00 1.00 1.00 0.63 0.63 0.90

京都府域 0.46 0.48 0.43 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 0.92

大阪府域 0.56 0.58 0.47 1.00 1.00 1.00 0.56 0.66 0.90

兵庫県域 0.44 0.48 0.46 1.00 1.00 1.00 0.68 0.75 0.90

奈良県域 0.56 0.60 0.46 1.00 1.00 1.00 0.72 0.72 0.90

和歌山県域 0.45 0.48 0.43 1.00 1.00 1.00 0.67 0.73 0.90

新・全国統一指標及び近畿ブロック独自指標 令和３年度調査結果（概要）

○ 第4四半期納期率の状況（業務）のR3実績値は、１県域を除き低下。
〇 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（業務）のR3実績値は、1県域において低下。
〇 工事の適切な設計変更のR2実績値は、各市町村においてガイドラインの策定等が進み、すべて

の府県域で横ばいもしくは向上。

青字は前年度より改善した値、赤字は前年度より後退した値 4



近畿地方整備局全国統一指標 R5年度目標について（案）

5

○ 新・全国統一指標の目標値（R6年）については、令和２年度に設定。
○ R2年度の数値目標の設定については、基準値と全国平均値を比較して目標値に近い方の値としていた。
〇 R3年度からは、目標に向かって着実に数値を改善していくという観点から、令和2年度目標値から目標年
までの均等割りをベースとした目標値の設定とする。

○ R5年度は、地域の目標値、実績値を踏まえて、各発注機関毎に設定。
○ 特に、工事の地域平準化率の改善を重点目標として目標設定するとともに、各発注機関における取組内
容を共有する。

R1 R2 R3 R4 R5 R6

目標値（R6)

基準値
（R1)

基準値が全国平均値より高かっ
た地域の目標設定のイメージ

基準値
（R1)

基準年（R1)
全国平均値

基準値が全国平均値より低かっ
た地域の目標設定のイメージ

R3目標値

※１ R2実績値がR3目標値を上回っている場合
は、R2実績値以上として設定する。

R2目標値

R4目標値※1

※2 R3実績値がR4目標値を上回っている場合
は、R3実績値以上として設定する。

地域毎の目標値の考え方

R5目標値※2



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和5年度の取組(1)

対象 新・全国統一指標

工事

地域平準化率（件数）＝

地域
R2年度
（実績）

R3年度
（実績）

R5年度
（目標案）

目標（R6) 取組項目（継続）

・（さ）債務負担行為の活用
・（し）柔軟な工期設定
・（す）速やかな繰越手続き
・（せ）積算の前倒し
・（そ）早期執行（特に第１四半期）

のための目標設定

近畿ブロック 0.68 0.72 0.77 0.78

福井県域 0.68 0.73 0.75 0.76

滋賀県域 0.61 0.65 0.73 0.74

京都府域 0.68 0.66 0.76 0.77

大阪府域 0.63 0.67 0.72 0.73

兵庫県域 0.70 0.75 0.81 0.82

奈良県域 0.59 0.66 0.79 0.81

和歌山県域 0.67 0.73 0.77 0.78

調査対象機関
○：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市町村

（年度の工事平均稼働件数）

（4～6月期の工事平均稼働件数）

6

R5年度取組内容（案）
（１） 平準化の取組事例「さ・し・す・せ・そ」の積極的な活用による施工時期の平準化を進める。
（２） 実施状況についてアンケートを行い、進捗状況の確認・共有を行う。

地域毎の目標値を踏まえた各機関毎の目標値

地域

機関 近畿地整
国等他機
関

福井県 各市町村 滋賀県 各市町村 京都府 京都市 各市町村 大阪府 大阪市 堺市 各市町村 兵庫県 神戸市 各市町村 奈良県 各市町村 和歌山県 各市町村

地域平準化率
（工事）

R5
（目標）

0.89 0.87 0.82 0.75 0.75 0.73 0.76 0.76 0.76 0.73 0.80 0.74 0.72 0.82 0.80 0.81 0.79 0.79 0.79 0.77

福井県域近畿地整 京都府域 和歌山県域奈良県域兵庫県域大阪府域滋賀県域



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和5年度の取組(2)

対象 新・全国統一指標

工事

週休２日対象工事の実施状況＝

地域
R2年度
（実績）

R3年度
（実績）

R5年度
（目標案）

目標（R6)

取組項目（継続）

・週休２日対象工事の発注率
・基準書等に基づく工期設定
・公告時に施工条件を提示

近畿ブロック 0.76 0.80 0.92 1.0

福井県域 1.00 1.00 1.00 1.0

滋賀県域 1.00 1.00 1.00 1.0

京都府域 0.52 0.75 0.84 1.0

大阪府域 0.78 0.73 0.93 1.0

兵庫県域 0.98 0.87 0.99 1.0

奈良県域 1.00 1.00 1.00 1.0

和歌山県域 0.31 0.59 0.82 1.0

全工事件数（公告等）

週休2日対象工事件数（公告等）

調査対象機関
○：国等
○：都道府県
○：政令市
－：市町村

7

R5年度取組内容（案）
（１） 各発注機関で、週休２日対象工事の発注率拡大に向けた取組を行う。
（２） 実施状況について、アンケート調査等により、進捗状況の確認及び課題の共有を行う。

地域毎の目標値を踏まえた各機関毎の目標値

地域

機関 近畿地整
国等他機
関

福井県 各市町村 滋賀県 各市町村 京都府 京都市 各市町村 大阪府 大阪市 堺市 各市町村 兵庫県 神戸市 各市町村 奈良県 各市町村 和歌山県 各市町村

週休2日対象工事
R5

（目標） 1.00 0.74 1.00 - 1.00 - 1.00 1.00 - 1.00 1.00 0.72 - 1.00 1.00 - 1.00 - 1.00 -

福井県域近畿地整 京都府域 和歌山県域奈良県域兵庫県域大阪府域滋賀県域



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和5年度の取組(3)

対象 新・全国統一指標

工事

低入札価格調査基準又は
最低制限価格の設定状況

地域
R1年度
（実績）

R2年度
（実績）

目標（R5)

取組項目（継続）

・低入札価格調査基準又は
最低制限価格制度の導入率
・最新モデル（R4又はH31)の使用

近畿ブロック － － －

福井県域 0.93 0.79 1.0

滋賀県域 0.99 0.96 1.0

京都府域 0.95 0.96 1.0

大阪府域 0.97 0.98 1.0

兵庫県域 0.95 0.91 1.0

奈良県域 0.87 0.82 1.0

和歌山県域 0.93 1.00 1.0

調査対象機関
－：国等
○：都道府県
○：政令市
○：市町村

（年度の工事発注件数）

（低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札件数）
実施率（件数）＝

8

R5年度取組内容（案）
（１） 低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。
（２） 基準価格の算定にあたっては、最新の中央公契連モデルを活用を推進。
（３） 実施状況について、アンケート調査等により、進捗状況の確認及び課題の共有を行う。

地域毎の目標値を踏まえた各機関毎の目標値

地域

機関 近畿地整
国等他機
関

福井県 各市町村 滋賀県 各市町村 京都府 京都市 各市町村 大阪府 大阪市 堺市 各市町村 兵庫県 神戸市 各市町村 奈良県 各市町村 和歌山県 各市町村

目標
（R5)

1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

福井県域近畿地整 京都府域 和歌山県域奈良県域兵庫県域大阪府域滋賀県域

低入札価格調査基準
又は最低制限価格の
設定状況（工事）

-



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和5年度の取組(4)

対象 新・全国統一指標

業務

第4四半期納期率（件数）＝

地域
R2年度
（実績）

R3年度
（実績）

R5年度
（目標案）

目標（R6)

取組項目（新規）

・繰越明許費の活用
・債務負担行為の活用
・履行期間平準化のための
目標設定

近畿ブロック 0.50 0.51 0.47 0.46

福井県域 0.37 0.41 0.37 0.46

滋賀県域 0.47 0.43 0.46 0.46

京都府域 0.46 0.48 0.44 0.43

大阪府域 0.56 0.58 0.48 0.47

兵庫県域 0.44 0.48 0.44 0.46

奈良県域 0.56 0.60 0.47 0.46

和歌山県域 0.45 0.48 0.44 0.43

調査対象機関
○：国等
○：都道府県
○：政令市
－：市町村

（年度の業務稼働件数）

（第4四半期［1～3月］に完成する業務件数）

9

R5年度取組内容（案）
（１） 繰越明許費・債務負担行為を積極的に活用する。
（２） 各発注機関において履行期間平準化のための目標を設定し、平準化を進める。
（３） 実施状況について、アンケート調査等により、進捗状況の確認・共有を行う。

地域毎の目標値を踏まえた各機関毎の目標値

地域

機関 近畿地整
国等他機
関

福井県 各市町村 滋賀県 各市町村 京都府 京都市 各市町村 大阪府 大阪市 堺市 各市町村 兵庫県 神戸市 各市町村 奈良県 各市町村 和歌山県 各市町村

第4四半期納期率（業務）
R5

（目標）
0.45 0.48 0.37 - 0.46 - 0.44 0.42 - 0.48 0.48 0.48 - 0.44 0.45 - 0.47 - 0.44 -

福井県域近畿地整 京都府域 和歌山県域奈良県域兵庫県域大阪府域滋賀県域



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和5年度の取組(5)

対象 新・全国統一指標

業務

低入札価格調査基準又は
最低制限価格の設定状況

地域
R1年度
（実績）

R2年度
（実績）

R5年度
（目標）

目標（R5)

取組項目（新規）

・低入札価格調査基準又は
最低制限価格制度の導入率
・最新モデル（H31)の使用

近畿ブロック － － － －

福井県域 1.00 0.99 1.00 1.0

滋賀県域 1.00 1.00 1.00 1.0

京都府域 1.00 1.00 1.00 1.0

大阪府域 1.00 1.00 1.00 1.0

兵庫県域 0.91 0.91 1.00 1.0

奈良県域 1.00 1.00 1.00 1.0

和歌山県域 1.00 1.00 1.00 1.0

調査対象機関
－：国等
○：都道府県
○：政令市
－：市町村

（年度の工事発注件数）

（低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札件数）
実施率（件数）＝
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R5年度取組内容（案）
（１） 低入札価格調査制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。
（２） 実施状況について、進捗状況の確認・共有を行う。

地域毎の目標値を踏まえた各機関毎の目標値

地域

機関 近畿地整
国等他機
関

福井県 各市町村 滋賀県 各市町村 京都府 京都市 各市町村 大阪府 大阪市 堺市 各市町村 兵庫県 神戸市 各市町村 奈良県 各市町村 和歌山県 各市町村

低入札価格調査基準又は
最低制限価格の設定状況
（業務）

目標
（R5)

1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00

福井県域近畿地整 京都府域 和歌山県域奈良県域兵庫県域大阪府域滋賀県域

-



近畿地方整備局近畿地方整備局新・全国統一指標を踏まえた令和5年度の取組(6)

対象 近畿独自指標

工事

設計変更ガイドライン策定・活用率

地域
R2年度
（実績）

R3年度
（実績）

R5年度
（目標案）

目標（R6)

取組項目（継続）

・設計変更ガイドラインの策定目標時期

近畿ブロック － － － －

福井県域 0.53 0.63 0.84 0.90

滋賀県域 0.63 0.63 0.84 0.90

京都府域 1.00 1.00 1.00 0.92

大阪府域 0.56 0.63 0.83 0.90

兵庫県域 0.68 0.75 0.83 0.90

奈良県域 0.72 0.72 0.85 0.90

和歌山県域 0.67 0.73 0.83 0.90

調査対象機関
－：国等
－：都道府県
－：政令市
○：市町村

（府県域内の市町村数）

（設計変更ガイドラインを策定・活用している府県域内の市町村）
策定率＝
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R5年度取組内容（案）
（１） 市町村で「ガイドラインの策定、又は、府県のガイドラインの準用」が図られるように推進を

図る。
（２） 実施状況について、アンケート調査等により、進捗状況の確認及び課題の共有を行う。

地域毎の目標値を踏まえた各機関毎の目標値
地域

機関 近畿地整
国等他機
関

福井県 各市町村 滋賀県 各市町村 京都府 京都市 各市町村 大阪府 大阪市 堺市 各市町村 兵庫県 神戸市 各市町村 奈良県 各市町村 和歌山県 各市町村

設計変更ガイドライン策
定・活用率

R5
（目標）

0.84 0.84 1.00 0.83 0.83 0.85 0.83

福井県域近畿地整 京都府域 和歌山県域奈良県域兵庫県域大阪府域滋賀県域

- -- - - - - -



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

新・全国統一指標における
各発注機関のR5年度の取組について
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新・全国統一指標 令和5年度取組について

地域平準化率（工事）

発注機関目標値： 0.89

取組内容：
（１） 発注計画作成段階において、平準化率を満足できるように管理を行う。
・第１四半期の工事稼働率を増やす必要があり、年度途中からの平準化率の改善は困難であること
から、発注計画段階での平準化率を満足することが重要。
・近畿地方整備局では、本年１月～2月に発注ロットヒアリングを行うなど、事務所単位での平準化率
の管理を実施。

（２） 発注の遅延等に対しては、極力、翌債を活用するように取り組む。
・発注の遅延に対しては、年度内執行に拘らず、翌債を活用し適切な工期設定を行う。

近畿地方整備局

履行期限の分散（業務）

発注機関目標値： 0.35

取組内容：
（１） 早期発注や国債を活用した計画的な発注により、業務サイクルを見直す。
・国債を活用した年度末発注の手続軽減とあわせ、年度当初発注案件の前倒しにより、年度末の履

行期限を分散するような業務サイクルへの見直しを実施中。

（２） 発注の遅延等に対しては、極力、翌債を活用するように取り組む。
・発注の遅延に対しては、年度内執行に拘らず、翌債を活用し適切な工期設定を行う。
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新・全国統一指標 令和5年度取組について

地域平準化率（工事）

（１）発注機関目標値： 0.82

取組内容：

引き続き、債務負担行為の積極的な活用、速やかな繰越手続きに努め、さらに年度末にかけての発注
については原則、工期の余裕期間制度（フレックス方式）を適用するなど施工時期の平準化に努めていく。

（２）市町村の目標値： 0.75（府県のみ）
取組内容：

福井県発注者協議会等を通じ、平準化の取り組みに関する情報提供を行い、平準化に向けた取り組み
を推進してもらうよう呼びかけていく。

福井県

その他取組

第4四半期納期率（業務）については、工事同様、繰越予算及び債務負担行為を活用して、平準化に努
める。
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新・全国統一指標 令和5年度取組について

地域平準化率（工事）

（１）発注機関目標値： 0.75

取組内容：
R５年度とＲ６年度に発注する工事と業務を対象に、発注機関毎に目標（R５、R６平準化率、R５第４四半

期納期率）を達成出来るよう、積極的な債務負担行為や余裕期間制度の活用、積算の前倒し等を図った
上で、発注計画を作成、進行管理を行う。

（２）市町村の目標値： 0.73（府県のみ）
取組内容：

余裕期間制度の活用、積算の前倒し、発注見通しの公表など、工事の施工条件に照らして各市町で実
施できる取組を積極的に行う。

滋賀県

その他取組

・全庁的に平準化を推進するため、関係部局と情報共有し、取組の促進を図る。
・県内市町の平準化や設計変更ガイドラインの策定を推進するため、県発注者協議会や県発注者協議会
分科会において情報共有と取組の促進を図る。
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新・全国統一指標 令和5年度取組について

地域平準化率（工事）

（１）発注機関目標値： 0.77

取組内容：

新担い手三法を踏まえ、令和元年７月に京都府公契約大綱を改正し、施工時期を平準化する取組を明
記し、９月議会において繰越予算の上程を行うなど、平準化に取り組んでいる。
令和４年度からは、経済対策補正予算を12月議会に前倒しして上程し、年度当初の工事閑散期におけ
る工事量の確保に努めている。
以上に加え、引き続き、繰越予算及び債務負担行為を活用し、施工時期の平準化に努める。

（２）市町村の目標値： 0.77（府県のみ）
取組内容：

公契連や発注者協議会を通じて、京都府の繰越予算及び債務負担行為の活用事例や平準化の目標値
など、平準化の取組に関する情報提供を行う。

京都府

その他取組

第4四半期納期率（業務）については、工事同様、繰越予算及び債務負担行為を活用して、平準化に努
める。
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新・全国統一指標 令和5年度取組について

地域平準化率（工事）

（１）発注機関目標値： 0.73

取組内容：
「債務負担行為の活用」
⇒予算要求段階（前年度）から計画的に実施
「積算の前倒し」
⇒工事・業務の1か月前倒しを幹部会議で働き
かけるとともに業務積算の前年度実施を促進

（２）市町村の目標値： 0.72

取組内容：
「大阪府地域発注者協議会等での情報提供」
⇒市町村の関係部局に出席を依頼し、協議会を開催。設定目標、大阪府の取組み、
市町村の好事例等を情報提供し、市町村の取組みを一層促進。

大阪府

その他取組

大阪府地域発注者協議会等において、平準化以外の取組みについても、各指標に取り組む
必要性や大阪府の取組み等を市町村に情報提供し、市町村の取組みを一層促進。

17
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新・全国統一指標 令和5年度取組について

地域平準化率（工事）

（１）発注機関目標値： 0.82

取組内容：

引き続き、債務負担行為の活用、余裕期間制度の活用、積算の前倒し、早期執行のための目標設定に
努める。

（２）市町の目標値： 0.81

取組内容：
兵庫県地域発注者協議会技術分科会を開催し、目標達成に向け、市町への働きかけを行う。

兵庫県

その他取組

地域発注者協議会を通じて、設計変更ガイドライン策定・活用率等の目標値、取組事例等について各市
町へ情報共有を行い、取組の一層の促進を図る。

18



新・全国統一指標 令和5年度取組について

地域平準化率（工事）

（１）発注機関目標値： 0.79

取組内容：

下記に留意しつつ、発注計画を策定し、それを元に進捗管理を行う。

・施工規模の大きいもの（設計金額５０００万円以上）は、上半期契約を基本としつつ、

債務負担行為の活用や柔軟な工期の設定を行い、発注時期のバランスに配慮する。

・施工規模の小さいもの（設計金額５０００万円未満）は、債務負担行為の活用や柔軟な工

期の設定を行い、年度末工期設定の集中を避ける。

・平準化率の見込みを試算し、目標値に届かない場合は、計画を見直すなどの管理を行う。

（２）市町村の目標値： 0.79

取組内容：
奈良県地域発注者協議会や県下の市町村が集まる他の会議等を通じて、各市町村へ平準
化率目標値や取組事例の周知や情報交換に努める。

奈良県

その他取組

設計変更ガイドライン策定・活用 市町村の目標値： 0.85

取組内容：奈良県地域発注者協議会又は追加ヒアリング等を通じて、未導入の市町村に対して

働きかけを行う。
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新・全国統一指標 令和5年度取組について

地域平準化率（工事）

（１）発注機関目標値： 0.79

取組内容：
補正予算を極力年度内契約に繋げることが、第一四半期の工事稼働件数の向上に繋がるため、令和4

年度2次補正予算においては、想定額で12月議会に上程し、年度内契約を推進
工事管理システムにおいて、平準化率の算出を可能とすることにより、見える化を実施

（２）市町村の目標値： 0.77

取組内容：

平準化のための「さ・し・す・せ・そ」について、地域発注者協議会の取り組み目標として設定するとともに、
令和4年度は首長を個別訪問し意見交換を実施。
令和5年度も引き続き取り組む予定

和歌山県

その他取組

週休2日工事
発注機関目標値：1.00

取組内容
原則全ての工事を対象に受注者希望型で発注
週休2日を達成できるようICT活用工事の普及拡大にも取り組む

20



新・全国統一指標 令和5年度取組について

地域平準化率（工事）

（１）発注機関目標値： 0.76

取組内容：
ア 積算の前倒し
○ 設計・積算の前倒しによる早期発注の励行
○ 特に、大型土木工事は、工事担当と契約担当の部署と発注スケジュールを調整して、
早期発注の取組を推進

○ 発注事務の円滑化と事業者の積算業務の簡素化による早期契約を推進するため、
「概略発注方式」の活用を本格実施

○ Ｒ４補正の工事の一部は、２月市会の議決後、速やかに入札公告を行い、Ｒ４年度内
に契約

イ 債務負担行為の活用
○ 出水期の施工が制限される河川や橋りょうの工事をはじめ、工期が１２箇月未満の
工事においても、債務負担行為を活用

京都市

週休２日工事

取組内容：
○ 令和４年度から原則、全ての工事を「週休２日工事」の対象
○ 令和５年度は「発注者指定方式」の対象を更に拡大し、実施率の向上を図る

・Ｒ４発注者指定：６０百万円以上の土木工事、３０百万円以上の舗装工事、１５百万円以上の造園工事
・Ｒ５発注者指定：２０百万円以上の土木工事、１０百万円以上の舗装工事、 ５百万円以上の造園工事

○ 令和６年度からは全ての工事を「発注者指定方式」とできるよう、引き続き取組を推進
21



新・全国統一指標 令和5年度取組について

地域平準化率（工事）

（１）発注機関目標値： 0.8
取組内容：

引き続き、債務負担行為（ゼロ債務を含む。）の活用、余裕期間制度の活用、設計・積算の前倒しの推進
に取組む。

大阪市

その他取組

週休２日工事については、令和３年度より段階的に発注者指定方式を導入しており、令和６年度には全
ての工事を対象として発注者指定方式で発注する。

【令和５年度以降の予定】
令和５年度 ：発注者指定方式（予定価格2,000万円以上の工事）

受注者希望方式（上記以外の工事）
令和６年度 ：発注者指定方式（全ての工事）
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その他取組

週休２日工事は、令和５年度以後においても、確実に目標達成へ向けて取組みます。
（令和４年度現状）
令和４年度・・・・・・・・・・・発注者指定方式（総合評価落札方式）
（令和５年度以後の予定）
令和５年度・・・・・・・・・・・発注者指定方式（総合評価落札方式）

受注者希望方式（総合評価落札方式以外の工事）
令和６年度・・・・・・・・・・・発注者指定方式（全ての工事）

令和６年度には、全ての工事を週休２日制対象工事として、発注者指定方式で発注する見込みとしており
ます。

新・全国統一指標 令和5年度取組について

地域平準化率（工事）

（１）発注機関目標値： 0.74

取組内容：
・工期が12ヶ月未満の工事においても、債務負担行為を活用します。
・設計・積算の前倒しを行い、速やかに発注手続きを行います。
・速やかに発注手続きを行うために、「概算数量発注方式」や「簡易DB方式」を令和３年度より、
一部導入しています。
・職員の意識向上としまして、研修内容の一部に「地域平準化率」について取り入れています。

堺市
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新・全国統一指標 令和５年度取組について

地域平準化率（工事）

（１）発注機関目標値：0.80

【取組内容】

本市で定めている工事・業務の平準化のための以下６つの方策に基づき、引き続き発注
部署毎に平準化に取り組むとともに、新たに定めた目標の達成に向けて６方策のさらなる
推進が図られるよう、文書や会議を通じて発注部署へ啓発を行う。

①公共工事の業務量の確保 ②債務負担行為の積極的な活用
③繰越明許の前倒し ④発注計画の策定と進捗管理
⑤設計・積算の年度前倒し ⑥柔軟な工期の設定

神戸市

その他取組：第４四半期納期率（業務）

（１）発注機関目標値：0.45

R3年度第4四半期納期率がR2年度実績より低下しており、改めて納期平準化の実態やさらなる取組み
の必要性について関係部署に周知を図るとともに、目標達成に向け引き続き取り組みを推進していく。
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新・全国統一指標 令和5年度取組について

25

週休2日対象工事の実施状況

（１）発注機関目標値： －

取組内容 ： 実施困難工事（※）を除き、 全ての工事を週休２日対象工事で発注。

・ 以下のいずれかに該当する場合、発注者指定工事の対象としない場合がある。

①供用（完成）時期に影響する場合

②早期の解除が求められる長期間の交通規制を伴う工事

③災害復旧工事等

Ｈ３０．７ 週休２日を導入 （受注者希望方式 のみ導入）
・ 対象工事は、全ての条件に合致する土木工事のみ対象

Ｒ１．７ 発注者指定方式を追加
・ 対象工事は、全ての条件に合致する土木工事のみ対象

Ｒ３．１０ 対象工事を変更
・ 全ての工事を対象とし、原則、発注者指定方式とする。（※）

（経緯）

（※）

NEXCO西日本
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工事関係様式の標準化・統一化

近畿ブロック発注者協議会 幹事会

令和５年２月１０日

資料－5



アンケート結果を基に書類簡素化を反映して事務局で再集計している。

1

工事関係書類統一について

令和5年度取組内容(案)
(1)統一化が完了していない府県政令市においては、「(b) 工事書類の標準化が可能について」は、「(a)ほぼ同一化」になるように引
き続き取り組みを行う。また、(c)、(d)が多い府県政令市については、再度精査をお願いします。
(2)実施状況についてアンケートを行い、進捗状況の確認・共有を行う。

3府県については、統一化が完了している。残りの府県政令市については、「(b) 工事書類の標準化が可能について」が一部あ
り、更なる統一化が必要。

福井県 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 京都市大阪市 堺市 神戸市

(a)ほぼ同一の書類 29 25 14 39 40 37 11 23 15 38 4

(b)工事書類の標準化が可能な書類 0 4 1 0 0 0 1 2 6 6 8

(c)工事書類の標準化が困難案書類 5 8 21 2 6 9 15 6 17 2 17

(d)突合が出来ない書類 12 9 10 5 0 0 19 15 8 0 17
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設現場一斉閉所について

近畿地方整備局

資料－6
近畿ブロック発注者協議会 幹事会

令和５年２月１０日



建設現場一斉閉所に関するアンケート結果

府県政令市
(1)既に府県政令市単位で建設現場一斉閉所に取
り組んでいるか。

（2）取組に協力できるか、取組にあたり何か問題があるか。または、どのような条件ならば対応
できるか。何か問題があるか。

福井県 一斉閉所については取り組んでいない。

　福井県では、原則全ての工事について週休二日に取り組んでいるが、災害復旧工事や現場条件に影
響のある工事については週休二日の対象工事としていない。
　現場一斉閉所となると、災害復旧工事等についても閉所する必要があるため、住民の理解が得られな
い恐れがある。

滋賀県 取組無し

すでに土日固定の週休二日制を導入しているため、土日での閉所であれば対応可能です。
ただし、現場条件等により土日以外を固定して閉所している現場を除く必要があります。

京都府 　取組無し

　京都府として建設現場一斉閉所の取組への協力は可能。
　ただし、現場毎に実施可能な期間が制限されるなど状況が異なるため、日にちを指定しての一斉閉所
を義務とするまでは難しいと考えます。
　週休二日制の取組み工事において、計画工程の作成時に配慮するなど、努力目標として一斉閉所の
取組日を考慮するよう、特記仕様書等で定めることは可能です。

大阪府
取組なし。
ただし、４週８休について全発注工事の98％で実施
（単価契約等緊急工事を除く）

取組への協力については、業界、特に小規模事業者の理解が得られるかが課題。

兵庫県 取組無し

建設現場一斉閉所の取組に協力したい。
以下、協力にあたっての依頼事項
①本県では最終請負金額が250万円未満の少額工事や緊急工事などは週休２日制度の対象外としてお
り、建設現場一斉閉所の対象外となる要件を明示いただきたい。
②工程上、土日施工がやむを得ない場合もあるため、取組が出来なかった場合のペナルティは無しとし
ていただきたい。

奈良県 取組無し

現段階では取組に協力できない。実施にあたり業者の理解が必要。
取組内容について、業界団体や業者向けの説明会を国の方で開催・周知を行っていただければ対応は
可能。

和歌山県 未実施
月一程度、年2回程度ならば可
（市町村との調整も必要）

京都市 取組無し

取組について協力したい。
　学校の改修工事等、施設運営と並行して工事を進めなければならない居ながら工事は、現時点では実
施が難しいと考えているが、その他の工事については、実施していきたい。
　雨天による休工が多くなる梅雨の時期や繁忙期となる年度末の時期は避けてもらえると有難い。

大阪市 一斉閉所は行っていません。

　取組みについて、協力したいと考えていますが、工事内容や市街地施工に伴う地元の要望・調整や万
博関連工事など、工事ごとに施工状況が異なるため、一斉閉所を前提としつつも、適用除外もあり得ると
する運用でなければ、対応は難しいと考えています。
　また、単純に工事を止める日と市民に曲解された場合に、一斉閉所日でも施工を行う必要がある工事
に対して、市民から苦情が出ることが懸念されます。

堺市 取組無し 緊急対応等工事や工程余裕のない工事を除いた取組であれば、協力可能と想定される。

神戸市 取組無し

条件が合えば協力が可能です。しかしながら、関係機関との協議でやむを得ず一斉閉所日に作業をしな
ければならない場合（例として橋梁の架設や撤去工事、学校が休みの時の施工など）があり対応が困難
であることも考えられます。一斉閉所日を設定する際の日程調整及び関係者へのかなり余裕を持った周
知・依頼期間が必要になると思われます。



近畿地方整備局近畿地方整備局管内の現場一斉閉所の取組について

3

建設業の更なる『働き方改革』を推進するた
め、令和５年4月より新たな取り組み「建設現
場一斉閉所」を実施

【目的】
○建設業は、良質な社会資本の整備を通じて国民生活に貢献するとい
う重要な役割を担っているが、他産業と比較して労働時間が長く、
休日数が少ないことが課題。

○発注者協議会においても令和6年4月の時間外労働規制の導入に向
け、公共工事における週休2日の実現に向けて取り組んでいるが、全
ての工事にまで浸透していない状況。

○週休2日の推進のため、建設工事現場の一斉閉所に取り組むもの。

【実施機関】
○当面は近畿地方整備局、管内の府県、政令市とする。
○その他国の機関、特殊法人等は、準備や現場への周知が整ったら順
次取り組んでいただきたい。

○各地域発注者協議会等を通じ、所属自治体へ周知等をお願いし、準
備や現場への周知等が整った自治体（市町）から順次取り組んでい
ただきたい。

【対象工事】
○対象工事は近畿ブロック発注者協議会に参加する機関が発注した公
共工事（小規模工事除く）。
注）ただし、災害復旧工事、通年維持工事などの工期や現場条件等
で制約のある工事を除く。

○閉所出来なくてもペナルティはない。

【協力】
○各関係団体にも協力を求めていく。府県においても関係団体への周
知をお願いしたい。

【その他】
○フォローアップ調査（実施率、アンケート）を実施
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令和 4年度 業団体との意見交換会における自治体への要望 

 

１．○○協会 

（１）舗装施工管理技術者資格（1級、2級）の活用 

都道府県、地方主要都市等においても舗装施工管理技術者資格（1 級、2 級）を活用してい

ただくように、国からも働きかけをお願いします。  

※舗装施工管理技術者制度：平成６年創設、７年から実施。２５年間に 1級・2級併せて約

７万１千人が合格し、現在約 5万人が舗装施工管理技術者として登録。予定技術者の能力

評価の対象としていただくようお願いします。 

 

（２）年間を通じた工事の平準化 

工事の平準化については、契約している工事本数や契約金額による平準化ですと、工事ごと

の現場施工のピークなどは考慮されません。変更の可能性も踏まえた工期末の分散など、実際

の現場の作業負荷の変動を考慮した平準化となるよう、新たな指標の検討をお願いします。 

 

２．○○協会 

（１）総労働時間の削減 

週休２日の完全実施を実現するため、地方自治体やＮＥＸＣＯ等の発注機関についても、国

土交通省と同様な施策が必要です。そのためには、発注者指定型の週休２日工事発注について、

各管内のブロック発注者協議会などの場において他の発注機関への取組みの周知をお願いし

ます。 

 

３．○○協会 

（１）市町に対する要請・指導 

公共工事の品質確保とその担い手の中長期的な育成・確保のため、○○県と一体となって、

次の市町に対し強く是正を要請されるようお願いします。 

①最低制限価格が積算の７０％強で適正利潤を見込めない市町 

②予定価格を事前公表している市町 

③最低制限価格等の算定式を公表していない市町 

④前払限度額を設定している市町及び中間前払金制度を導入していない市町 

 

（２）改正品確法に基づく建設産業行政の推進について 

公共工事の品質確保の促進に関する法律に基づく「発注関係事務の運用に関する指針」の

運用により、発注関係事務の改善は着実に進んでおります。 

 



      

  

このような中、優れた技術を持ち、真面目に企業経営に取り組んでいる当協会会員企業が

活躍できる環境を整備するため、次の点に特段のご配慮をお願いします。 

①発注関係事務の運用に関する指針の徹底 

担い手の中長期的な確保・育成のための適正利潤が確保できる予定価格の設定、ダンピ

ング受注の防止、計画的な発注、適正な工期設定、適切な設計変更など公共調達を巡る

様々な課題の解決に向けて、担い手三法に基づく建設産業行政が全ての発注機関、特に

市町で確実に実施されるよう働き掛けの強化をお願いします。 

 

（３）適正利潤の確保 

①ランダム係数を乗じて最低制限価格を設定している自治体があります。 

このランダム係数は、改正品確法の精神にも反するものであり、この制度を導入してい

る地方公共団体に対し、廃止又は見直しについて要請されるようお願いします。 

 

（４）法定福利費の地方公共団体、民間事業者の指導 

 法定福利費については、確実に設計に反映されるよう地方公共団体、特に民間事業者への

指導をお願いします。 

 

４．○○県建設業協会 

（１）地方公共団体への指導・協力体制について 

 建設業法や入契法、品確法をはじめとする国で定められた法律や施策が地方自治体、特に

市町村においてはなかなか浸透していません。以下の点について、検討をお願いします。 

①建設業法・入契法・品確法の改正があり、数年が経ちますが未だ地方自治体には浸透し

て無いのが現状です。地方自治体に対し、再度周知をお願いします。 

②5か年加速化対策も 2年目となりましたが○○県においては発注増が確認できません。 

奈良県内の地方自治体でも使いやすい施策となるよう、国、地方自治体が一体となって

対策を立て施策を推進していただきますようにお願いします。 
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近畿地方整備局

施工時期の平準化について



施工時期の平準化について

③地域単位での発注見通しの統合・公表

国、地方公共団体等の発注見通しを統合し、とりまとめ版を

公表する取り組みを、市町村を含めた２５０機関全てを実施

（令和元年７月）

※１：国庫債務負担行為とは、工事等の実施が複数年度に亘る場合、あらかじめ国会の議決を経て
後年度に亘って債務を負担（契約）することが出来る制度であり、２か年度に亘るものを２か年
国債という。

※２：国庫債務負担行為のうち、初年度の国費の支出がゼロのもので、年度内に契約を行うが国費の
支出は翌年度のもの。

①2か年国債※１の更なる活用
適正な工期を確保するための2か年国債の規模を維持

適正な工期を確保するための２か年国債（国庫債務負担行為）やゼロ国債を活用すること等により、
公共工事の施工時期を平準化し、建設現場の生産性向上を図る。

平準化に向けた取組み

②当初予算における『ゼロ国債※２』の設定
平準化に資する『ゼロ国債』を昨年度より引き続き設定

4月3月 3月

公告・発注手続当初予算による
ゼロ国債

4月3月

予算
成立

施工

当年度 翌年度前年度

契約
（１～３月）

約２か月

④地方公共団体等への取組要請
各発注者における自らの工事発注状況の把握を促すとともに、
平準化の取組の推進を改めて要請 発注者協議会等において要請

直轄工事の稼働状況

3

近畿地方整備局

３月に稼働ピーク
４～６月の稼働が
極端に落ちる現状



余裕期間制度

余裕期間制度

１．余裕期間の長さは、６ヶ月を超えない範囲で設定。

２．余裕期間内は、監理技術者又は主任技術者及び現場代理人を配置することを要しない。

現場に着手してはならないが、現場に搬入しない資材等の準備は可能。

３．実工事期間には、準備・後片付け期間を含む

4

近畿地方整備局



近畿地方整備局

週休2日確保に向けた取組



改正労働基準法における建設業の時間外労働規制

現行規制 改正労働基準法（平成30年6月29日成立）

原則
≪労働基準法で法定≫

（１）１日８時間・１週間４０時間

（２）３６協定を結んだ場合、
協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３）災害その他、避けることができない事由により臨時の
必要がある場合には、労働時間の延長が可能（労基法３
３条）

≪同左≫

３６協定の
限度

≪厚生労働大臣告示：強制力なし≫

（１）・原則、月４５時間かつ年３６０時間

・ただし、臨時的で特別な事情がある場合、延長に上
限なし（年６か月まで）（特別条項）

（２）・建設の事業は、（１）の適用を除外

≪労働基準法改正により法定：罰則付き≫

（１）・原則、月４５時間 かつ 年３６０時間（月平均30時間） ・・・第36条第4項

・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定
① 年７２０時間（月平均６０時間） ・・・第36条第5項
② 年７２０時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも

上回ることの出来ない上限を設定
a.２～６ヶ月の平均でいずれも８０時間以内（休日出勤を含む）

・・・第36条第6項第3号
b.単月１００時間未満（休日労働を含む） ・・・第36条第6項第2号
c.原則（月４５時間）を上回る月は年６回を上限 ・・・第36条第5項

（２）建設業の取り扱い
・施行後５年間 現行制度を適用 ・・・第139条第2項（第36条第3項、第4項、

第5項、第6項第2号、第3号は適用しない）
・施行後５年以降 一般則を適用。ただし、災害からの復旧・復興については、上記（１）②

a.b.は適用しない（※）が、将来的には一般則の適用を目指す。

・・・第139条第1項
※労基法３３条は事前に予測できない災害などに限定されているため、復旧・復興の場合でも臨時の必要性がない場合

は対象とならない

改正労働基準法（平成31年4月1日施行）

○ 平成31年4月1日より改正労働基準法が施行 ⇒ 時間外労働規制を見直し

○ 建設業においても、改正労働基準法の施行から５年後に罰則付きの時間外労働規制の適用

罰則：雇用主に
６か月以下の懲役

又は

３０万円以下の罰金

近畿地方整備局
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近畿地方整備局建設業も令和６年４月より罰則付きに

労働基準法の改正により、建設業については、令和６年４月１日から罰則付きの時間外労働規制が適用
されます。また、品確法の改正により、「適正な工期設定」が発注者の責務として明確に位置づけられま
した。

厚生労働省 東京労働局ＨＰより https://jsite.mhlw.go.jp/tokyo-roudoukyoku/news_topics/kyoku_oshirase/roudou_kijun/newpage_00833.html



【近畿地整における週休2日取得の取り組み】
 施工時期の平準化

 適正な工期設定

 「直轄土木工事における適正な工期設定指針」の活用

 「工期設定支援システム」の活用

 工期設定の条件明示

 工事工程の受発注者間共有会議開催

 余裕期間制度の活用

 概略工事工程表の明示

 施工条件の明示試行（チェックシートや施工条件図）

 設計変更時の条件明示

【概要】働き方改革実現に向けた現場閉所による週休２日

(R４年度） 4週6休 4週7休 4週8休以上

労務費 1.01 1.03 1.05

機械経費(賃料) 1.01 1.03 1.04

共通仮設費 1.02 1.03 1.04

現場管理費 1.03 1.04 1.06

○ 令和４年度より維持工事等を除くすべての工事で、現場閉所による週休２日工事を発注者指定型へ
○ さらに、若手入職促進・魅力ある建設業を目指し、他産業と同様に土日祝を定休とする新たな取り組
みとして、土日閉所指定型を試行。

【週休２日工事実施状況】R4.3末までに完成している工事より集計

週休２日を考慮した労務・機械賃料・間接費の補正を継続

土木工事標準単価、市場単価も補正を継続（市場単価方
式は、工種に応じた補正を実施）

週休2日標準化への運用方針

438 

647 

744 
709 

265 

172

306

478

633

257

39%

47%

64%

89%

97%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

100

200

300

400

500

600

700

800

H29工事 H30工事 H31工事 R2工事 R3工事

全体件数 達成件数 達成率

近畿地方整備局
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近畿地方整備局
現場閉所による週休２日の取得に関する取組について

発注者
指定Ⅰ型
（原則すべて
の工事）

発注者
指定Ⅱ型
（上記により
がたい工事）

【現場閉所4週8休以上の達成が原則】
・現場閉所率が4週8休に満たない場合
は減額。

・現場閉所率の基準達成で部分加点。
・取り組み姿勢により減点

【現場閉所4週6休以上の達成が原則】
・達成状況により各経費を補正し変更する。
・現場閉所率の基準達成で部分加点。
・取り組み姿勢により減点

4週6休 4週7休 4週8休

土日閉所
指定型
（予定価格3

億円以上の
一般土木等
工事）

現場閉所4週8休以上 かつ
土日祝の現場閉所率が８割以上

【現場閉所4週8休以上の達成 かつ
土日祝の閉所達成8割以上が原則】

・現場閉所率が4週8休に満たない場合は減
額。
・土日祝の現場閉所率の基準達成で最大加点。
・現場閉所率のみ達成は部分加点。
・取り組み姿勢により減点

【土日閉所指定型】※R4より

 費用は、従前のとおり現場閉所率２８．５％以上で補正。（閉所曜日は指定せず、現場閉所率で判断）

現場閉所率（ 現場閉所日（曜日指定なし） ／ 確認対象期間 ）＝ ２８．５％以上

 成績は、確認対象期間内の土日祝における現場閉所割合が、８割以上で最大加点。

土日閉所率（ 土日・祝日現場閉所日 ／ 土日・祝日総日数 ）＝ ８０．０％以上

現場閉所
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近畿地方整備局

積算等基準の見直し（工事）



近畿地方整備局

低入札価格調査基準とは
■ 予算決算及び会計令第８５条に規定
■ 「当該契約の内容に適合した履行がされないこととなるおそれがあると認められる場合」の基準
■ この基準に基づいて算出した価格を下回った場合には、履行可能性についての調査を実施

履行可能性が認められない場合には、落札者としない。

低入札価格調査基準の計算式の改定について

【範囲】

予定価格の

7.0/10～9.0/10

【計算式】

・直接工事費×0.95

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.80

・一般管理費等×0.55

上記の合計額×1.08

H25.5.16～

○令和4年4月1日以降に入札公告を行う工事を対象に、低入札価格調査基準の計算式を改定。

「一般管理費等×0.55」 ⇒ 「一般管理費等×0.68」

・計算式により算出した額が上記の「範囲」を上回った（下回った）場合には、上限（下限）値で設定。

【範囲】

予定価格の

7.0/10～9.0/10

【計算式】

・直接工事費×0.95

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等×0.55

上記の合計額×1.08

H28.4.1～

低入札価格調査基準の見直し（工事）

■低入札価格調査基準の見直し

【範囲】

予定価格の

7.5/10～9.2/10

【計算式】

・直接工事費×0.97

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等×0.55

上記の合計額×1.10

H31.4.1～

【範囲】

予定価格の

7.0/10～9.0/10

【計算式】

・直接工事費×0.97

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等×0.55

上記の合計額×1.08

H29.4.1～
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【範囲】

予定価格の

7.5/10～9.2/10

【計算式】

・直接工事費×0.97

・共通仮設費×0.90

・現場管理費×0.90

・一般管理費等×0.68

上記の合計額×1.10

R4.4.1～



19,121 19,116 

18,584 

16,263 
15,871 

15,394 

14,754 

14,166 
13,870 13,723 13,577 

13,351 13,344 13,154 13,047 13,072 
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21,084 
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公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

注1）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和２年以降は令和２年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注2）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。

○全国全職種平均値は時間外労働時間を短縮するために必要な費用を反映し、１０年連続の上昇

全国 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R02 R03 R04 H24比

主要12職種 +15.3% → +6.9% → +3.1% → +6.7% → +2.6% → +2.8% → +3.7% → +2.3% → +1.0% → +3.0% +57.6%

全職種 +15.1% → +7.1% → +4.2% → +4.9% → +3.4% → +2.8% → +3.3% → +2.5% → +1.2% → +2.5% +57.4%

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移 注3）伸び率は単純平均値より算出した。

建設投資の減少に伴う労働需給
の緩和により下降

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映
・東日本大震災による入札不調状況に応じた
被災三県における単価引き上げ措置

等を実施

１０年連続の上昇

近畿 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R02 R03 R04 H24比

主要12職種 +12.1% → +6.0% → +2.1% → +5.1% → +1.4% → +1.6% → +3.6% → +2.3% → +1.4% → +2.6% +45.0%

全職種 +12.3% → +6.4% → +2.8% → +3.5% → +2.7% → +1.2% → +2.9% → +3.0% → +1.4% → +2.4% +45.8%

令和４年３月１日から適用する公共工事設計労務単価について

12
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ＩＣＴ施工における積算基準の拡充

発注者

OK

③ICT建設機械による
施工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる設計・
施工計画

３次元設計データ等
を通信

共通仮設費
（技術管理費）

共通仮設費
（技術管理費）

共通仮設費
（技術管理費）

見積のバラツキ 見積のバラツキ 経費の乖離

共通仮設費
（技術管理費）

直接工事費
（賃料）

・ 保守点検費
・ システム初期費

賃料の地域差

項 目 計上項目 積算方法

① 3次元起工測量 共通仮設費 見積徴収 による積上げ

② 3次元設計データ作成 共通仮設費 見積徴収 による積上げ

③

ICT建機施工 直接工事費 損料または賃料

（保守点検） 共通仮設費 算定式 による積上げ

（システム初期費） 共通仮設費 定額 による積上げ

④ 3次元出来形管理 共通仮設費 率計上（通常工事と同率）

⑤ 3次元データ納品 共通仮設費 率計上（通常工事と同率）

その他
社員等従業員給与手当
や外注経費等

現場管理費 率計上（通常工事と同率）

積算方法の改定

見積徴収

見積徴収

市場の単価を反映

算定式

定額

補正係数の設定

補正係数の設定

補正係数の設定

現 行 改定（案）

※直接工事費 約１億円の河川工事の場合、
工事価格 約153百万円→約155百万円（約200万円:1.3%)増

⑤
3次元
ﾃﾞｰﾀ
納品

ICT施工のフロー

（ICT建機賃料の改定含む）

共通仮設費
補正

1.2

現場管理費
補正

1.1

13
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近畿地方整備局

総合評価落札方式における賃上げを実施する企
業に対する加点措置の実施状況について



※令和4年4月1日以降の契約案件であっても、入札手続きの開始時期が早く本制度対象外の工事あり。

【工事】総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 実施状況

〇令和4年4月以降の契約案件を対象に「総合評価落札方式における賃上げを実施する企
業に対する加点措置」を開始。１０月末までで３４７件の工事※が対象。

〇全工種合計で、実競争参加者のうち６割超（65%）、実績確認の対象となる落札者のうち約
７割超（75%）が賃上げを表明。

件数・者数

対象工事件数 347件

のべ競争参加者数 2,940者

実競争参加者数
（重複する参加者を除いた参加者数）

718者

うち、賃上げ表明者数 468者（約65%）

実落札者数
（重複する落札者を除いた落札者数）

245者

うち、賃上げ表明者数 184者（約75％）

近畿地方整備局
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実競争参加者数と賃上げ表明率

【全工種合計】実競争参加者に占める賃上げ表明率の月別推移

〇令和4年4月の制度導入開始以降、10月までに実競争参加者に占める賃上げ表明者の
割合は漸増傾向。徐々に制度が浸透し、表明率が上がっていると推測される。

（者）

近畿地方整備局
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【工種別評価】実競争参加者に占める賃上げ表明率

〇全工種平均 約65%の賃上げ表明率に対し、
・表明率の高い工種 ： 一般土木（81%）、アスファルト舗装(88%)、鋼橋上部(91%)
・表明率の低い工種 ： 造園（26%）、建築(16%) 、電気設備関係

〇公共需要の占める割合が高いと想定される工種は総じて表明率が高い（約80％）

〇比較的民間需要の割合が高いと想定される工種は、表明率が低い傾向（約３５％）

全工種平均 65%

（公共事業が主体な工種）平均 80%

（民間事業が主体な工種）平均 35%

近畿地方整備局

17



※令和4年4月1日以降の契約案件であっても、入札手続きの開始時期が早く本制度対象外の業務あり。

【業務】総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 実施状況

〇令和4年4月以降の契約案件を対象に「総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する
加点措置」を開始。10月末までで439件の業務※が対象。

〇全業種合計で、実競争参加者のうち7割超（74%）、実績確認の対象となる落札者のうち約9割（93%）
が賃上げを表明。

件数・者数

対象業務件数 439件

のべ競争参加者数 2,566者

実競争参加者数
（重複する参加者を除いた参加者数）

336者

うち、賃上げ表明者数 250者（約74%）

実落札者数
（重複する落札者を除いた落札者数）

129者

うち、賃上げ表明者数 120者（約93％）

近畿地方整備局
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【全業種合計】実競争参加者に占める賃上げ表明率の月別推移

〇令和4年4月の制度導入開始当初から、7割を超える企業が賃上げを表明しているが、割合は横ば
い傾向。

近畿地方整備局
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【業種別評価】実競争参加者に占める賃上げ表明率

〇全業種平均 約74%の賃上げ表明率に対し、比較的民間需要の割合が高い建築コンサルタント業務
は33%となっており、表明率が低い傾向。

○競争参加者数の多い土木コンサルタント業務及び測量業務において、非表明者のうち中小企業が占
める割合が97%となっており、賃上げ表明率の向上には中小企業における取組が必要。

全業種平均 74%

実

競

争

参

加

者

数
（
者

）

近畿地方整備局
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近畿地方整備局

建設現場における遠隔臨場について



近畿地方整備局

○R2年度R3年度と、遠隔臨場の試行要領（案）、監督・検査試行要領（案）を策定し試行を実施。

○R4年度は、建設現場における遠隔臨場に関する実施要領を策定（R4.3)し、原則全ての工事に適用して実施する。

○通信環境が整わない現場や工種によって不十分、非効率になる現場はこの限りではない。

概要

施工状況の確認

映像データを
リアルタイム
に配信・記録

空いた時間は、
自治体との調整
に当てよう！！

机上にて、承認・確認等の監督業務が可能に！！

必要に応じて確認
又は対応を指示

※記録データは、工事
完了時提出。途中、
監督職員から請求が
あった場合は提示。

監督職員等

指定材料の確認 寸法確認（段階確認）

確認・やり取り

音声通話

固定カメラ
ウェアラブル
カメラ

音声通話

机上にて、確認等の監督業務が可能に！！

実施状況

監督員の確認状況

現地の測定状況をモニターに映す

企画部
検査

修正済み

建設現場における遠隔臨場

22



建設現場における遠隔臨場

■概要
・豊岡道路戸牧トンネル工事（本官工事）の既済部分検査において、緊急事態宣言が発令されているこ
とから、通常は臨場により実施される工事検査を新型コロナウイルス感染拡大防止対策のため、オンラ
インによる遠隔検査により実施しました。

遠隔検査による書面検査実施状況（現場事務所） 遠隔検査による書面検査実施状況（現場事務所） 遠隔検査による書面検査実施状況（現場事務所）

遠隔検査による出来形検査実施状況（現場） 遠隔検査による出来形検査実施状況（現場） 遠隔検査による出来形検査実施状況（現場）

受注者

検査官

受注者

23



近畿地方整備局
遠隔臨場の実施 【名張大橋迂回路仮橋設置工事（木津川上流）】

【立会状況（現場側）】

〈試行工事概要〉

工期 R3.10.16～R4.9.30

試行期間 R4.3.4～R4.9.30

工事内容（主
工種）

仮橋工（W=12.0ｍ、Ｌ＝114ｍ）
（鋼管杭 53本、 H鋼杭 １８本、 床版
1,544ｍ2、 鋼材426.4ｔ)
左岸土工（L=128ｍ,盛土9,050ｍ3）

右岸土工（L=80ｍ,盛土4,000ｍ3）

事務所 木津川上流河川事務所

受注者 ㈱大本組

〈試行内容〉

映像と音声の「記録」に使用し
た機器及び「配信」に用いたシ
ステム

遠隔臨場による確認項目 工夫した点

「記録」
・ウェアラブルカメラ

『Safie Poket2』

「配信」
・専用システム

『Safie Poket2』

・集水桝蓋の材料確認
・Gr支柱箱抜きの出来形確認

・専用のウェアラブルカメラを採
用し、簡単な操作で遠隔臨場を
行うことを可能にした。

・映像と音声をクラウドに自動保
存することで、後日でも検査内
容の確認及び資料の整理を可能
とした。

【工夫が分かる写真（機器、方法など）】

【立会状況（監督側）】

●施工者（受注者）
〈効果〉
・立会時の移動時間が削減でき、決まった時間に立会を開始でき
るので仕事の効率が向上した。

・映像、音声がクラウド上に残るので、書類整理時等の内容の確
認が容易にできた。

〈課題〉
・通信環境の悪い場所では通信が途切れることがあった。
・レベルなどの器械を覗いて数値を確認する検査等への適用が難
しい。

・通常の立会よりもカメラ担当が必要となるため人員が必要とな
る。

●監督員（発注者）
〈効果〉
・往復の移動時間が削減できるとともに、移動により発生するCO
２を削減する効果もあると思われる。また、所内にて複数名で
の確認が可能。

・確認時の映像等がパソコン、スマートフォン等に残せる為、資
料作成時等の必要となった場合に容易に取り出すことができた。

〈課題〉
・使用ソフトによるものか、操作に不慣れであったためかは不明
だが、映像のみで音声が聞き取れないことがあった。（携帯電
話にて対応）

・広範囲での確認ではスケールの目盛り等の確認がしにくい、レ
ベル等の器械を覗いての確認やプルフローリング等の状況確認
等には不向きであると感じた。

写 真

写 真

写 真

〈現場の声〉

【工夫が分かる写真（機器、方法など）】

写 真

24



近畿地方整備局遠隔臨場の活用事例集 発刊のポイント

○令和４年度からの制度化にあわせて、令和３年度まで試行に取り組んでいない受注者や、スムーズに試行が出来な
かった受注者に対して、これまでの試行で工夫した事例を「活用事例集」として作成。

○事例集では、遠隔臨場の取組みにあたり、受注者が工夫した点や試行を通じて感じた効果、課題など、現場の生の声
を掲載。今後も継続して普及に努めるとともに、受発注者の業務効率化の促進を目指します。

※事例集は３０件程度

・試行で使用した機器
・遠隔臨場した確認事項
・工夫した点 を記載

・施工者（受注者）が試
行を通じて感じた「効果」
や「課題」など、現場の
生の声を掲載。

・現場でどのように遠隔
臨場を活用したか、状
況の分かる写真を掲載。
「遠隔臨場の初心者」で
も分かりやすい事例集
としている。

ポイント 遠隔臨場が初めての受注者でも安心して取り組めるよう、現場の声を紹介

25
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DXの取組について



近畿地方整備局

■近畿インフラDX推進センター

■近畿インフラDX通信 ■技術事務所HPやSNSによる広報

■民間公募技術の収集・情報発信
～近畿インフラＤＸ推進センターで放映、Youtubeで公開～

○募集対象
・新技術情報提供システム（ＮＥＴＩＳ）に登録されている新技術
・官民研究開発投資拡大プログラム（ＰＲＩＳＭ）に選定された技術

○応募期間

・随時受付

○官民の人材育成（研修等）や施設内を見学し最新技術の体験、情報
発信を行い、DXの推進を行う拠点（R3.4.1開設：近畿技術事務所内）

○インフラDXの取組事例や近畿インフラDX推進センターでの研修情
報を発信

【近畿技術事務所HP、Twitter:インフラDX推進】
○近畿インフラDXセンターでの研修や見学情報、DX通信の配信など、
整備局でのDXに関する取組をまとめて確認が可能な総合サイト

■積極的なDX記者発表

○インフラDXの取組事例を積極的に記者発表を行い、TVなど積極的
に報道に取り上げられるように工夫している。

■地域建設会社へのDX講演

○各県建設業協会と協力し、インフラDXの取り組み紹介を実施
○i-construction推進連絡調整会議の市町村と共同で講習会を実施

21技術の動画公開
（令和5年1月時点）

情報
発信

インフラ分野のDXを推進するため、「近畿インフラDX推進センター」、「近畿インフラDX通信」、「HPや
SNSによる広報」「積極的な広報」など様々なツール・方法により情報発信を実施。

ホームページアクセス数 約４９，０００
（令和4年11月時点）

ツイッターアクセス数 約２４１，０００
（令和4年11月時点）

ＤＸの取組 ～取組情報の発信～
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近畿地方整備局ＤＸを進めるための人材育成～ＤＸ研修～

○官民の人材育成拠点「近畿インフラDX推進センター」において、３つのDX研修実施。

■コース：入門、初級、中級
■対 象：整備局、自治体職員
■研修日数：１日

■コース：入門、初級、中級
■対 象：整備局、自治体職員、

民間の建設技術者
■研修日数：１日、２日（施工者向け、初級編のみ）

■コース：入門、初級
■対 象：民間の建設技術者
■研修日数：１日、２日（初級編のみ）

BIM/CIM研修 ICT活用研修 無人化施工研修

初級編 ３D-CADソフトの基本操作

入門編はオンラインで実施

室内でモニターを見ながら遠隔操作

目の前で建機を見ながら遠隔操作
ICT測量技術（UAV、TLS）実演

ICT建機（MCバックホウ）の操作

（発注者向け）
（施工者向け）

■令和4年度のDX研修の概要は、令和4年4月頃に下記ホームページやDX通信でお知らせします。
近畿インフラDX推進ホームページ https://www-1.kkr.milt.go.jp/plan/infraDX/index.html 28
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近畿地方インフラDX大賞
（旧：近畿地方i-Construction大賞）について



近畿地方整備局近畿地方インフラＤＸ大賞について

（１）令和４年度に完成した工事・業務（地方自治体及び特殊法人等が発注したものを対象）※のうち、建設現場の生産
性向上において優れた実績を上げた取り組み。 ※各発注機関の発注工事・業務のうち、国土交通省所管のもの
を対象とする。

（２）令和４年度に実施した、他の模範となる地方公共団体の取組。

推薦された案件は、近畿地方整備局に設置する近畿地方インフラDX大賞選考委員会において、有効性、先進性、波
及性の観点から審査を行い表彰を受けることが適当であると認められる者を選考する。なお、選考された者の中から、
国土交通省が実施するインフラDX大賞の候補案件を選定する。

令和５年度（予定）

（推薦対象）

（その他）

〇 令和５年度についても、近畿地方インフラDX大賞の案件募集を予定。
〇 建設現場の生産性向上に係る優れた取組について、積極的な推薦をお願いしたい。
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近畿地方整備局令和４年度近畿地方インフラＤＸ大賞の概要

地方公共団体発注の工事

地方公共団体の取組

表彰式の開催

日時： 令和４年１１月２８日（月） 場所： 新庁舎２F 健康管理室

表彰状贈呈
近畿地方インフラDX大賞

建山委員長講評

直轄の工事・業務（本省インフラDX大賞への推薦）

（１）地方公共団体等における工事・業務または、地方公共団体の取組においてインフラ分野のDXにかかる優れた取組を
表彰する制度として、R3年度に「近畿地方i-Construction大賞」として創設。
本年度10月、本省の改称に合わせ「近畿地方インフラDX大賞」と改称。

（２）府県から工事１５件と地方公共団体の取組１件の応募があり、選考委員会（10/31）にて表彰案件の選考を実施。
【工事：特別優秀賞２件、優秀賞１件、優良賞３件】【取組：特別優秀賞１件】

（３）特別優秀賞に選考された案件（※の３件）は、直轄の工事・業務の推薦案件（３件）とあわせて、
本省が実施するインフラDX大賞に推薦。

（４）表彰式は、令和４年１１月２８日（月）に実施。

推薦団体
（発注者）

受賞者 件名 受賞種別

1
鉄道・運輸
機構北陸新
幹線建設局

大林・名工・道端JV 北陸新幹線、福井開発高架橋
特別
優秀

2 奈良県 檜尾建設株式会社 高野辻堂線道路復旧工事
特別
優秀

3 滋賀県 株式会社大翔 令和３年度第240-３号春日山公園整備工事
特別
優秀

4 神戸市
東亜・港特定建設工
事共同企業体

被災した消波工の3次元モデルを用いた迅速復旧 優秀

5 京都府
株式会社　仁木総合
土木

国道３０７号道路新設改良工事 優良

6 京都府 金下建設株式会社 掛津峰山線　広域連携交付金（改築）工事 優良

7 和歌山県 株式会社　小森組
令和2年度 県債 道改交金 第145号　長井古座線
道路改良工事 優良

推薦団体 事業者 件名 受賞種別

1 大阪府 大阪府 関係機関協議の円滑化
特別
優秀

推薦団体 事業者 件名

3
木津川上流
河川事務所

株式会社パスコ 木津川上流河川管理施設監理検討業務

2
大阪港湾・空
港整備事務

所
東亜建設工業（株）

大阪港大正内港地区岸壁(-7.5m～-9m)
改良工事

1
紀南河川国
道事務所

株式会社尾花組 すさみ串本道路和深川橋P3下部他工事
※

※

※
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近畿地方整備局

緊急災害対策派遣隊
TEC-FORCE

について



近畿地方整備局TEC-FORCEの支援内容について １

支援内容

① 災害対策用ヘリ等による上空からの被災状況調査
② 現地調査による被災状況調査（河川、道路、砂防他）
③ 土砂災害危険箇所、建物の危険度判定等点検の支援
④ リエゾン（現地情報連絡員）派遣による情報収集

災害状況
の把握



近畿地方整備局TEC-FORCEの支援内容について ２

支援内容

① 高度な技術指導、応急措置、復旧方針等の指導
② 衛星通信社、Ku-SATによる監視体制の確保

被災の
拡大防止



近畿地方整備局TEC-FORCEの支援内容について ３

支援内容

① 排水ポンプ者による緊急排水
② 証明車による夜間での救出・復旧活動の支援
③ 対策本部社による最前線での復旧作業の指揮
④ 海面清掃船による海面の浮遊物や油の回収
⑤ 道路警戒や応急組立橋による交通路の確保

復旧活動



近畿地方整備局TEC-FORCEの支援内容について ４

支援内容

① 災害対策用資材の提供（ブルーシート、土のう等）
② 整備局等で備蓄している物資（水、非常用食料、簡易トイレ）の提供
③ 給水車、仮設トイレの手配
④ その他、ニーズに対する手配等

物資等の
手配・提供



近畿地方整備局TEC-FORCE派遣を希望される場合は

費用の一部は、国が負担します 費用の一部は、国が負担します


